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〈本書において使用している省略語〉 

ＮＰＯ法人・・・・・・・・・特定非営利活動法人 

認定・特例認定ＮＰＯ法人・・認定・特例認定特定非営利活動法人 

公益法人・・・・・・・・・・公益社団法人・公益財団法人 

 
 
〈文中・図表上の記載について〉 

・「n」＝「有効回答数」を示す。 

・地域区分は以下のとおり。 

地域区分 都道府県 

北海道・東北 北海道、青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県 

関東・甲信 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、 

長野県 

中部 新潟県、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国・四国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、 

高知県 

九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 
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調査の目的と方法 

１ 調査の概要 

調査の目的：本調査は、市民の寄附・ボランティア活動の実態を明らかにし、共助社会づく

り及び社会貢献に関する施策のための基礎資料を得ることを目的として実施す

る。 

調査の沿革：本調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査として実施し

ている。平成25年度（2013年度）から毎年調査を実施し、平成28年度（2016年

度）以降は３年に１度実施している。 

調査の根拠法令：統計法 

 
２ 調査対象・調査方法 

調査対象：全国に居住する満20歳以上の男女8,200人 

抽出方法：地区、年齢層の層化２段階無作為抽出法 

全国を①北海道地区、②東北地区、③関東・甲信越地区、④北陸地区、⑤東

海地区、⑥近畿地区、⑦中国地区、⑧四国地区、⑨北九州地区、⑩南九州地

区の10ブロックに分け、総務省自治行政局公表の「令和４年１月１日現在の

住民基本台帳」の年齢比率（年齢階層は①20歳代、②30歳代、③40歳代、④

50歳代、⑤60歳代、⑦70歳以上の６分類）、性別の12分類により8,200人を

配分し、全国200基本単位区の住民基本台帳から対象者を抽出。） 

調査事項：属性、ボランティア活動について、寄附について、ＮＰＯ法人、公益法人につい

て 

※一部の図表に前回調査の値を参考値として表示しているが、調査対象等が異な

ることから数値は接続しない 

 

調査期間：2022年（令和４年）11月18日（金）～12月30日（金）（42日間） 

調査方法：郵送調査とオンライン調査の併用（代理回答も可とした） 

回収率：40.3％（回答数÷発送数×100） 

発送数 8,200人（※） 

回答数 3,294人 

有効回答数 3,170人 

（※）調査、集計を行った事業者により、24人分について不適切な方法で調査対象者の抽出が行われた 

ため、当該 24人分を除いた形で集計している。 

調査請負会社： 株式会社ナビット（調査、集計） 

  株式会社エーフォース（作図、報告書作成） 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調 査 結 果 
 
 
 

調 査 結 果 
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１ 回答者の基本属性 

（１） 性別 

 

【図表 1】性別 

n= 
男性 女性 

 上段：度数 

 下段：% 

3,170  1,466  1,704   

100  46.2  53.8   

 

（２） 年代 

 

【図表 2】年代 

ｎ= 
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳以上 

 上段：度数 

 下段：% 

3,170  342  483  510  551  522  762   

100  10.8  15.2  16.1  17.4  16.5  24.0   

 

（３） 結婚 

 

【図表 3】結婚 

n= 

独身 

（離死別含む） 

既婚 

 上段：度数 

 下段：% 

3,169 1,022  2,147   

100  32.2 67.8  

 
（４） 地域 

 

【図表 4】地域 

ｎ= 
北海道・東北 関東・甲信 中部 近畿 中国・四国 九州 

 上段：度数 

 下段：% 

3,170  285  1,576  395  448  253  213   

100  9.0  49.7  12.5  14.1  8.0  6.7   
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（５） 職業 

 

 

（６） 世帯全体の年間収入 

  

27.9 %
(884人)

18.4 % (583人)

17.5 % (554人)

15.5 % (492人)

8.7 % (277人)

4.9 % (154人)

2.3 % (72人)

2.1 % (65人)

2.8 % (89人)

0% 10% 20% 30%

会社員

主婦・主夫

派遣・契約社員、

パートタイム従業者、アルバイト

無職（求職者、退職者を含む。

主婦・主夫、学生を除く）

自営業・家族従業者

（農業・漁業を含む）

公務員・団体職員

（教職員を含む）

医師・弁護士等の資格職

学生

その他

【図表 5】 職業

33.4 %
(1058人)

25.0 % (791人)

9.8 % (312人)

13.0 % (411人)

8.9 % (283人)

9.9 % (315人)

0% 10% 20% 30% 40%

300万円未満

300万円以上

500万円未満

500万円以上

600万円未満

600万円以上

800万円未満

800万円以上

1,000万円未満

1,000万円以上

【図表 6】 世帯全体の年間収入

（無回答者数：0 人） 

n = 3,170 

n = 3,170 

（無回答者数：0 人） 
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２ ボランティア活動について 

 市民のボランティア活動の現状について、活動経験の有無、ボランティア活動に関する

考えについて調査を行った。 

 
（１） ボランティア活動経験の有無 

 2021年の１年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人は17.4％であっ

た。【調査票：問１への回答】 

 
 

  

したことがある

17.0 %
(521人)

したことがない

83.0 %
(2,544人)

【参考】 ボランティア活動経験の有無（2019年度調査より）

（2018年の1年間での活動経験）

したことがある
17.4 %
(552人)

したことがない
82.6 %

(2,618人)

【図表 7】 ボランティア活動経験の有無

（2021年の１年間での活動経験）

n = 3,170 

（無回答者数：0 人） 

（無回答者数：7 人） 

n = 3,065 
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（２） ボランティア活動に参加した分野 

 2021年の１年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人が参加した分野

としては、「まちづくり・まちおこし」（25.6％）、「子ども・青少年育成」

（25.0％）、「地域安全」（22.1％）の順となっている。【調査票：問２への回答】 

 

 

 

 

  

25.6 %
(139人)

25.0 %
(136人)

22.1 %
(120人)

19.5 %
(106人)

17.7 %
(96人)

17.3 %
(94人)

9.8 %
(53人)

7.4 %
(40人)

7.0 %
(38人)

3.7 %
(20人)

12.9 %
(70人)

0% 10% 20% 30%

まちづくり・まちおこし

子ども・青少年育成

地域安全

保健・医療・福祉

自然・環境保全

芸術・文化・スポーツ

教育・研究

国際協力・交流

災害救助支援

人権・平和

その他

【図表 8】 ボランティア活動に参加した分野（複数回答）

n = 543 

※2021 年の１年間でボランティア活動を「したことがある」と回答した 552 人への問 

（うち無回答者数：9 人） 
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（３） ボランティア活動に参加した理由 

 2021年の１年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人の参加した理由

としては、「社会の役に立ちたいと思ったから」（59.1％）、「自己啓発や自らの成長に

つながると考えるため」（34.3％）、「自分や家族が関係している活動への支援」

（25.4％）の順となっている。【調査票：問３への回答】 

 

 

 

 

  

59.1 %
(317人)

34.3 %
(184人)

25.4 %
(136人)

11.4 %
(61人)

11.4 %
(61人)

6.7 %
(36人)

1.9 %
(10人)

12.3 %
(66人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会の役に立ちたいと

思ったから

自己啓発や自らの成長に

つながると考えるため

自分や家族が関係している

活動への支援

職場の取組の一環として

知人や同僚等からの勧め

自分が抱えている

社会問題の解決に必要だから

社会的に評価されるため

その他

【図表 9】 ボランティア活動に参加した理由（複数回答）

n = 536 

※2021 年の１年間でボランティア活動を「したことがある」と回答した 552 人への問 

（うち無回答者数：16 人） 
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（４） ボランティア活動への参加の妨げとなる要因 

 ボランティア活動への参加の妨げとなることがあるかとの問については、「参加する時

間がない」（45.3％）、「ボランティア活動に関する十分な情報がない」（40.8％）、

「参加する際の経費（交通費等）の負担」（23.1％）の順となっている。時間的制約、情

報の不足、費用の負担を要因として挙げる人が多い。【調査票：問４への回答】 

 
 

 

 

  

45.3 %
(1,437人)

40.8 %
(1,294人)

23.1 %
(733人)

22.1 %
(700人)

21.2 %
(671人)

14.5 %
(459人)

9.7 %
(308人)

7.2 %
(227人)

5.3 %
(169人)

12.6 %
(398人)

12.1 %
(382人)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加する時間がない

ボランティア活動に関する

十分な情報がない

参加する際の経費

（交通費等）の負担

参加するための

休暇が取りにくい

参加するための

手続きがわかりにくい

一緒に参加する人がいない

ボランティアを受け入れる

団体等に不信感がある

参加しても実際に

役に立っていると思えない

参加する際の保険が不十分

その他

特に妨げとなることはない

【図表 10】 ボランティア活動への参加の妨げとなる要因（複数回答）

n = 3,169 

（無回答者数：1 人） 
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３ 寄附の現状と意識 

 寄附の現状や意識について、2021年の１年間における寄附経験の有無、寄附金額、寄附

回数、寄附に関する考えについて調査を行った。 

 

（１） 寄附経験の有無 

 2021年の１年間における寄附経験の有無についてみると、「寄附をしたことがある」

（35.3％）、「寄附をしたことがない」（64.7％）となった。【調査票：問５への回答】 

  

 

 

  

寄附をしたこと

がある
41.3 %

(1,263人)
寄附をしたこと

がない
58.7 %

(1,795人)

【参考】 寄附経験の有無（2019年度調査より）

（2018年の１年間での寄附の経験）

寄附をしたこと

がある
35.3 %

(1,117人)
寄附をしたこと

がない
64.7 %

(2,051人)

【図表 11】 寄附経験の有無

（2021年の1年間での寄附の経験）

（無回答者数：２人） 

（無回答者数：14 人） 

n = 3,058 

n = 3,168 
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（２） 年間寄附金額 

 2021年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、回答者個人の年間寄附金

額は、2021年の１年間に「寄附をしたことがない」を「０円」としたとき、「全体」の中

央値は「０円」、「０円を除く」中央値は「4,500円」となっている。 

【調査票：問６への回答】 
 

【図表 12】年間寄附金額  （個人）  

  
人数 

金額（単位：円） 

 中央値 平均値 最小値 最大値 

全体 3,056  0  9,366.9  0  4,500,000  

０円を除く 972  4,500  29,449.9  5  4,500,000  

 

 

 

 

 2021年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、回答者の世帯全体の年間

寄附金額は、2021年の１年間に「寄附をしたことがない」を「０円」としたとき、「全

体」の中央値は「０円」、「０円を除く」中央値は「7,000円」となっている。 

【調査票：問６への回答】 
 

【図表 13】年間寄附金額  （世帯）  

  
人数 

金額（単位：円） 

 中央値 平均値 最小値 最大値 

全体 2,915  0  12,415.4  0  4,500,000  

０円を除く 844 7,000  42,880.3  3  4,500,000  

 

 

 

 

  

（うち無回答者数：112 人） 

※回答者個人による寄附金額 

（うち無回答者数：253 人） 

※回答者の世帯全体による寄附金額 
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 2021年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、回答者個人の年間寄附金

額は、１円以上2,000円未満が34.5％と最も多い。【調査票：問６への回答】 

 
 
 
 

 2021年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、回答者の世帯全体の年間

寄附金額は、１円以上2,000円未満が25.8％と最も多い。【調査票：問６への回答】 

 
 

  

2.3 %
(20人)

25.8 %
(223人)

16.0 %
(138人)

8.0 %
(69人)

18.2 %
(157人)

8.7 %
(75人)

9.1 %
(79人)

11.9 %
(103人) 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【図表 15】 年間寄附金額（世帯）

0円 1円以上2,000円未満

2,000円以上5,000円未満 5,000円以上10,000円未満

10,000円以上30,000円未満 30,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満 100,000円以上

系列9

3.3 %
(33人)

34.5 %
(347人)

14.0 %
(141人)

8.6 %
(86人)

18.3 %
(184人)

6.8 %
(68人)

7.7 %
(77人)

6.9 %
(69人) 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【図表 14】 年間寄附金額（個人）

0円 1円以上2,000円未満

2,000円以上5,000円未満 5,000円以上10,000円未満

10,000円以上30,000円未満 30,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満 100,000円以上

系列9

※2021 年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問（うち無回答者数：112 人） 

※「０円」は現物による寄附のみの対象者がいるため 

n = 1,005 

n = 864 

※2021 年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問（うち無回答者数：253 人） 

※「０円」は現物による寄附のみの対象者がいるため 
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（３） 年間寄附回数 

 2021 年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、回答者の年間寄附回数

は、「2回」以下が過半数（56.2％）となっている。【調査票：問６への回答】 

 
 
 
 
 
 
 
  

33.4 %
(324人)

22.8 % (221人)

13.5 % (131人)

6.7 % (65人)

11.6 % (112人)

10.2 % (99人)

1.8 % (17人)

0% 10% 20% 30% 40%

１回

２回

３回

４回

５回～９回

10回～19回

20回以上

【図表 16】 年間寄附回数（個人）

n = 969 

※2021 年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問 

（うち「０回」の回答者及び無回答者数：148 人） 
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（４） 寄附を行った方法 

 2021 年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、寄附を行った方法として

は、「設置されている募金箱（「街頭募金」を除く）」（22.4％）、「クレジットカード等の利

用（ポイント・電子マネーの利用含む）」（22.2％）、「銀行・コンビニ等での振込み・口座

引落とし」（22.0％）となっている。【調査票：問７への回答】 

 

 

 
 
 
  

22.4 % (248人)

22.2 % (246人)

22.0 % (244人)

21.5 % (238人)

21.0 % (233人)

15.2 % (169人)

6.5 % (72人)

1.3 % (14人)

15.3 % (170人)

30.7 %
(383人)

13.7 % (171人)

20.2 % (252人)

30.8 %
(384人)

22.4 % (279人)

12.4 % (155人)

5.3 % (66人)

1.9 % (24人)

17.0 % (212人)

0% 10% 20% 30% 40%

設置されている募金箱

（「街頭募金」を除く）

クレジットカード等の利用

（ポイント・電子マネーの利用含む）

銀行・コンビニ等での振込み・

口座引落とし

街頭募金

直接手渡し

寄附付商品の購入

現物寄附（品物の郵送等）

給料からの天引き

その他

【図表 17】 寄附を行った方法 （複数回答）

2022年度調査： n = 1,109
2019年度調査： n = 1,248

※2021 年の 1 年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問 

（うち無回答者数：8 人） 
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（５） 寄附をした相手 

 2021 年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、寄附をした相手として

は、「共同募金会（赤い羽根）」（33.2％）、「日本赤十字社」（25.2％）、「ふるさと納税等を

通じて、都道府県・市町村」（21.8％）の順となっている。【調査票：問８への回答】 

 

 
 

  

33.2 %
(368人)

25.2 % (280人)

21.8 % (242人)

21.5 % (238人)

16.0 % (177人)

10.5 % (116人)

10.3 % (114人)

8.6 % (95人)

7.6 % (84人)

7.5 % (83人)

5.0 % (55人)

4.6 % (51人)

15.1 % (167人)

0% 10% 20% 30% 40%

共同募金会（赤い羽根）

日本赤十字社

ふるさと納税等を通じて、

都道府県・市町村

町内会・自治会

NPO法人

公益社団法人（青い羽根、緑の羽根）

その他の非営利法人 （例. 一般社団法人、

一般財団法人、医療法人等）

社会福祉法人（共同募金会を除く）

公益社団法人（青い羽根、緑の羽根を除く）、

公益財団法人

どこに寄附したかわからない

政治団体、宗教法人

学校法人

その他

【図表 18】 寄附をした相手 （複数回答）

※2021 年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問 

（うち無回答者数：8 人） 

n = 1,109 
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（６） 寄附をした分野 

 2021 年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、寄附をした分野として

は、「保健・医療・福祉」（32.7％）が最も多く、「災害救助支援」（24.6％）、「子ども・青

少年育成」（22.7％）の順となっている。【調査票：問９への回答】 

 

 

 

 

 

 

  

※2021 年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問 

（うち無回答者数：29 人） 

32.7 % (356人)

24.6 % (268人)

22.7 % (247人)

20.0 % (218人)

12.6 % (137人)

10.8 % (117人)

10.3 % (112人)

8.9 % (97人)

7.5 % (82人)

5.2 % (57人)

16.7 % (182人)

30.3 % (366人)

44.7 %
(541人)

19.6 % (237人)

19.6 % (237人)

9.5 % (115人)

7.8 % (94人)

6.9 % (84人)

8.2 % (99人)

7.5 % (91人)

4.5 % (54人)

15.3 % (185人)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保健・医療・福祉

災害救助支援

子ども・青少年育成

まちづくり・まちおこし

国際協力・交流

自然・環境保全

人権・平和

教育・研究

地域安全

芸術・文化・スポーツ

その他

【図表 19】 寄附をした分野 （複数回答）

2022年度調査： n = 1,088

2019年度調査： n = 1,209
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（７） 寄附をした理由 

 2021 年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、寄附をした理由として

は、「社会の役に立ちたいと思ったから」（53.8％）、「町内会・自治会の活動の一環とし

て」（32.1％）の順となっている。【調査票：問 10への回答】 

 
 
 

 

 

 

  

53.8 % (591人)

32.1 % (353人)

16.4 % (180人)

11.4 % (125人)

4.8 % (53人)

4.4 % (48人)

2.6 % (29人)

1.7 % (19人)

18.3 % (201人)

59.8 % (739人)

36.2 % (447人)

10.8 % (134人)

11.7 % (145人)

9.6 % (119人)

4.7 % (58人)

3.1 % (38人)

1.1 % (13人)

15.5 % (191人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

社会の役に立ちたいと思ったから

町内会・自治会の活動の

一環として

所得税が軽減される

制度があるから

自分や家族が関係している

活動への支援

職場の取組の一環として

自分が抱えている

社会問題の解決に必要だから

知人や同僚などからの勧め

社会的に評価されるため

その他

【図表 20】 寄附をした理由 （複数回答）

2022年度調査： n = 1,098

2019年度調査： n = 1,236

※2021 年の 1 年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問 

（うち無回答者数：19 人） 
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（８） 寄附金控除制度利用の有無 

 2021 年の１年間に「寄附をしたことがある」と回答した人で、寄附金控除制度を「利用

した」と回答した人は 23.9％となった。【調査票：問 11への回答】 

 
  

 

 

 

  

利用した

16.7 %
(204人)

利用しなかった

83.3 %
(1,017人)

【参考】 寄附金控除制度利用の有無 （2019年度調査より）

（2018年の１年間の寄附金控除制度利用の有無）

利用した

23.9 %
(262人)

利用しなかった

76.1 %
(832人)

【図表 21】 寄附金控除制度利用の有無

（2021年の１年間の寄附金控除制度利用の有無）

※2021 年の 1 年間で「寄附をしたことがある」と回答した 1,117 人への問 

（うち無回答者数：23 人） 

n = 1,094 

n = 1,221 
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（９） 寄附金控除制度を利用しなかった理由 

 2021 年の１年間に寄附金控除制度を「利用しなかった」と回答した人で、寄附金控除制

度を利用しなかった理由としては、「寄附金控除制度について知らなかったから」

（35.9％）が最も多い。【調査票：問 12への回答】 

 

 

 
 
 
 
 
 
  

35.9 % (292人)

23.5 % (191人)

16.1 % (131人)

9.2 % (75人)

15.3 % (124人)

40.9 %
(389人)

21.8 % (207人)

13.4 % (127人)

10.0 % (95人)

13.9 % (132人)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

寄附金控除制度について

知らなかったから

制度を利用しても

控除金額が少なかったから

確定申告を行わなかったから

寄附先が寄附金控除制度の

対象ではなかったから

その他

【図表 22】 寄附金控除制度を利用しなかった理由

2022年度調査： n = 813

2019年度調査： n = 950

※ 2021 年の１年間で寄附金控除制度を「利用しなかった」と回答した 832 人への問 

（うち無回答者数：19 人） 
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（10） 寄附の妨げとなる要因 

 寄附をするにあたり、妨げとなることはあるかとの問については、「経済的な余裕がな

いこと」（50.3％）が最も多い。【調査票：問 13への回答】 

 

 
  

50.3 % (1,593人)

23.5 % (743人)

22.9 % (724人)

18.2 % (575人)

12.9 % (408人)

5.1 % (160人)

18.0 % (570人)

50.0 % (1,497人)

24.1 % (723人)

22.6 % (678人)

15.0 % (448人)

12.0 % (360人)

4.8 % (145人)

19.2 % (576人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経済的な余裕がないこと

寄附先の団体・NPO法人等に対する

不信感があり、信頼度に欠けること

寄附をしても、

実際に役に立っていると思えないこと

寄附を行いたいが、

十分な情報がないこと

寄附の手続きがわかりにくいこと

その他

特に妨げとなることはない

【図表 23】 寄附の妨げとなる要因 （複数回答）

2022年度調査： n = 3,165

2019年度調査： n = 2,995

（無回答者数：5 人） 
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（11） 寄附を行う場合に必要と考える情報 

 寄附を行う場合に必要と考える情報としては、「寄附先の活動内容」（78.1％）が最も多

い。次いで「寄附により期待される効果」（53.3％）、「寄附先の財務状況」（32.0％）とな

っている。【調査票：問 14 への回答】 

 

 
 
  

78.1 % (2,470人)

53.3 % (1,684人)

32.0 % (1,010人)

28.0 % (885人)

20.9 % (661人)

17.4 % (551人)

6.7 % (213人)

76.9 % (2,291人)

53.1 % (1,584人)

27.6 % (824人)

25.3 % (754人)

17.4 % (520人)

14.4 % (428人)

6.0 % (178人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

寄附先の活動内容

寄附により期待される効果

寄附先の財務状況

寄附金により購入した

商品・サービスの一覧表

寄附先の役員や

職員に関する情報

寄附金控除制度が

適用されるかどうか

その他

【図表 24】 寄附時に必要と考える情報 （複数回答）

2022年度調査： n = 3,161

2019年度調査： n = 2,981

（無回答者数：9 人） 
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４ ＮＰＯ法人について 

 ＮＰＯ法人に対する関心の現状について、ＮＰＯ法人に対する関心の有無、認定・特例

認定ＮＰＯ法人に対する考えについて調査を行った。 

 

（１） ＮＰＯ法人に対する関心の有無 

ＮＰＯ法人に対する関心としては、「あまり関心がない」（44.5％）が最も多い。関心が

ある層は 37.0％（「とても関心がある」（4.7％）、「少し関心がある」（32.3％）の合計）で

あった。【調査票：問 15への回答】 

 

 

 

 

 

 

  

とても関心がある

4.7 %
(148人)

少し関心がある

32.3 %
(1,023人)

あまり関心がない

44.5 %
(1,410人)

まったく関心がない

18.5 %
(584人)

【図表 25】 ＮＰＯ法人に対する関心の有無

（無回答者数：5 人） 

n = 3,165 
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（２） 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 

認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の認知については、「知ってい

るものはない」（75.7％）が最も多い。【調査票：問16への回答】 

なお、「知っているものがある」とする回答の中では、「所得税における所得控除」

（18.0％）が最も多く、次いで「所得税における税額控除」（13.7％）となっている。 
 

  

 

 

  
18.0 %
(571人)

13.7 %
(433人)

4.1 %
(130人)

1.9 %
(60人)

75.7 %
(2,394人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所得税における所得控除

所得税における税額控除

相続財産の寄附をした場合の

相続税に関する優遇措置

一定の現物による寄附をした場合の

譲渡所得課税に関する優遇措置

知っているものはない

【図表 26】 認定・特例認定NPO法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 （複数回答）

（無回答者数：6 人） 

知っているものがある 

24.3% 
(770 人) 

n = 3,164 



29 
 

（３） 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の利用 

2021年の１年間における認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の利用

は、「利用しなかった」（82.5％）が最も多い。【調査票：問17への回答】 

なお、「利用した」とする回答の中では、「所得税における所得控除を利用した」

（13.1％）が最も多く、次いで「所得税における税額控除を利用した」（7.6％）となっ

ている。 
 

 

 

 

 

 

 

  

13.1 %
(81人)

7.6 %
(47人)

0.2 %
(1人)

0.2 %
(1人)

82.5 %
(509人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所得税における所得控除を利用した

所得税における税額控除を利用した

一定の現物による寄附をした場合の

譲渡所得課税に関する優遇措置を利用した

相続財産の寄附をした場合の

相続税に関する優遇措置を利用した

利用しなかった

【図表27】 認定・特例認定NPO法人に対する寄附の税制優遇制度の利用 （複数回答）

※ 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度について、「知っているものがある」と回答した 770 人

への問 

（うち無回答者数：153 人） 

n = 617 

利用した 

17.5 % 
(108 人) 
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５ 公益法人について 

 公益法人に対する認知の現状について、公益法人に対する認知の有無、公益法人に対す

る考えについて調査を行った。 
 

（１） 公益法人に対する認知 

 公益法人に対する認知としては、「知らない」（41.4％）が最も多い。公益法人を「認

知している」と回答した層（「公益法人という言葉も制度もよく知っている」

（3.7％）、「制度はよく知らないが、具体的な公益法人の名前は知っている」

（14.7％）、「制度も具体的な公益法人の名前も知らないが、公益法人という言葉は聞い

たことがある」（40.2％）の合計）は58.6％であった。【調査票：問18への回答】 

 

 

 

 

 

 

  

公益法人という言葉も制

度もよく知っている

3.7 %
(116人)

制度はよく知らないが、

具体的な公益法人の名

前は知っている
14.7 %
(466人)

制度も具体的な公益

法人の名前も知らない

が、公益法人という言

葉は聞いたことがある

40.2 %
(1,271人)

知らない

41.4 %
(1,311人)

【図表 28】 公益法人に対する認知

n = 3,164 

（無回答者数：6 人） 
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（２） 公益法人を認知したきっかけ 

 公益法人を「認知している」と回答した層の公益法人を認知したきっかけは、「テレビ

や新聞等で公益法人の活動が紹介されていた」（56.5％）が最も多い。 

【調査票：問19への回答】 
 

 

 

 

 

 

 

  

56.5 %
(1,015人)

22.8 %
(410人)

18.3 %
(329人)

8.3 %
(150人)

7.0 %
(125人)

6.6 %
(119人)

3.3 %
(59人)

15.7 %
(282人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

テレビや新聞等で

公益法人の活動が紹介されていた

掲示されているポスターや

パンフレットを見た

インターネット（公益法人のホームページ以外）で

公益法人の活動が紹介されていた

関心のある活動を行っている団体が

公益法人だった

公益法人のホームページを見た

家族や知人から聞いた

公益法人主催のイベントを通じて知った

その他

【図表 29】 公益法人を認知したきっかけ （複数回答）

n = 1,798 

※公益法人に対して「公益法人という言葉も制度もよく知っている」「制度はよく知らないが、具体的な公益法

人の名前は知っている」「制度も具体的な公益法人の名前も知らないが、公益法人という言葉は聞いたこ

とがある」と回答した 1,853 人への問 

（うち無回答者数：55 人） 
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（３） 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 

 公益法人を認知している層の公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知について、

「知っているものはない」（71.5％）が最も多く、「知っているものがある」とする回答

は488人（28.5％）であった。【調査票：問20への回答】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

20.8 %
(356人)

17.7 %
(303人)

4.4 %
(75人)

2.6 %
(45人)

71.5 %
(1,227人)

0% 20% 40% 60% 80%

所得税における所得控除

所得税における税額控除

相続財産の寄附をした場合の

相続税に関する優遇制度

一定の現物による寄附をした場合の

譲渡所得課税に関する優遇措置

知っているものはない

【図表 30】 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 （複数回答）

※公益法人に対して「公益法人という言葉も制度もよく知っている」「制度はよく知らないが、具体的な公益法

人の名前は知っている」「制度も具体的な公益法人の名前も知らないが、公益法人という言葉は聞いたこ

とがある」と回答した 1,853 人への問 

（うち無回答者数：138 人） 

知っているものがある 

28.5 % 
(488 人) 

n = 1,715 
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（４） 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の利用 

 2021年の１年間で、公益法人に対する寄附の税制優遇制度の利用について、「利用しな

かった」（84.1％）が最も多い。【調査票：問21への回答】 

 なお、「利用した」とする回答の中では、「所得税における所得控除を利用した」

（12.0％）が最も多く、次いで「所得税における税額控除を利用した」（9.3％）となっ

ている。 

 
 
 
 
  

12.0 %
(53人)

9.3 %
(41人)

0.5 %
(2人)

0.5 %
(2人)

84.1 %
(370人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所得税における所得控除を利用した

所得税における税額控除を利用した

一定の現物による寄附をした場合の

譲渡所得課税に関する優遇制度を利用した

相続財産の寄附をした場合の

相続税に関する優遇制度を利用した

利用しなかった

【図表 31】 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の利用（複数回答）

※公益法人に対する税制優遇制度について、「知っているものがある」と回答した 488 人への問 

（うち無回答者数：48 人） 

 

n = 440 

利用した 

15.9 % 
(70 人) 
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６ 寄附の内容について 

（１） ＮＰＯ法人への現物寄附の内容 

2021年４月以降におけるＮＰＯ法人への寄附について「寄附したものはない」

（89.9％）が最も多い。「寄附したものがある」とする回答の中では、「現金」

（8.4％）が多い。【調査票：問22への回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.4 %
(267人)

2.4 %
(77人)

0.1 %
(4人)

0.1 %
(2人)

89.9 %
(2,841人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現金

その他の現物（本、衣服、食料品、

日用品、パソコン等機器等）

有価証券（株式、債券等）

不動産（土地、建物等）

寄附したものはない

【図表 32】 NPO法人への現物寄附の内容 （複数回答）

n = 3,161 

寄附したものがある 

10.1% 
(320 人) 

（無回答者数：9 人） 
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（２） 公益法人への現物寄附の内容 

2021年４月以降における公益法人への寄附について「寄附したものはない」（90.7％）

が最も多い。「寄附したものがある」とする回答の中では、「現金」（8.5％）が多い。

【調査票：問22への回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.5 %
(269人)

1.1 %
(35人)

0.1 %
(2人)

0.0 %
(1人)

90.7 %
(2,869人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現金

その他の現物（本、衣服、食料品、

日用品、パソコン等機器等）

有価証券（株式、債券等）

不動産（土地、建物等）

寄附したものはない

【図表 33】 公益法人への現物寄附の内容 （複数回答）

（無回答者数：7 人） 

寄附したものがある 

9.3 % 
(294 人) 

n = 3,163 
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（３） 承認特例制度の認知 

 令和２年度税制改正において拡充された、認定ＮＰＯ法人・特例認定ＮＰＯ法人への寄

附への承認特例制度について、「当該制度について知らなかった」（96.4％）が最も多

い。【調査票：問23への回答】 

 なお、「知っていた」と回答する中で、「知っており、2021年（令和３年）に当該制度

を利用した」のは11人（0.3％）であった。 

 
 
 
 
  

知っており、2021年（令和３

年）に当該制度を利用した

0.3 %
(11人)

知っていたが、2021年
（令和３年）に当該制

度は利用しなかった
3.3 %

(103人)

当該制度について

知らなかった

96.4 %
(3,051人)

【図表 34】 承認特例制度の認知

n =3,165 

（無回答者数：5 人） 
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７ 自由記述 

公益法人に対する寄附についての意見（自由記述）について、主な意見としては下記の

ようなものがみられた。 

 

 

○ 寄附金がどのように活用されているのか使い道について知りたいといった、寄

附金の使途に関する意見。 
 

○ ＮＰＯ法人や公益法人が提供するサービスや活動について、知識や情報が不足

している、もっと詳しく知りたいという情報発信や広報を求める意見。 
 

○ ＮＰＯ法人や公益法人の活動実態について疑問を感じる、信頼性に欠ける、何

をしているのかが分かりにくいという意見。 
 

○ 寄附の優遇制度について、税金控除のメリットがあると認識しているが、具体

的な利点や仕組みがよくわからない、仕組みの複雑さを感じるという意見。 
 

○ 自身の生活状況や経済的な事情から、ＮＰＯ法人や公益法人への寄附や支援を

行う余裕がないという意見。 
 

○ 寄附金から拠出されるＮＰＯ法人や公益法人のスタッフへの給与が高給である

場合は寄附の意義が損なわれるのではないかといった意見。 



 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

集 計 表 
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集計表 

① ボランティア経験の有無 

［ ボランティア活動経験の有無 ］×［ 性別 ］ 

 
n= したことがある したことがない (%) 

全体 3,170  17.4  82.6   

男性 1,466  19.0  81.0   

女性 1,704  16.0  84.0   

 

［ ボランティア活動経験の有無 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 
n= したことがある したことがない (%) 

全体 3,169  17.4  82.6   

独身 1,022  14.7  85.3   

既婚 2,147  18.7  81.3   

 

［ ボランティア活動経験の有無 ］×［ 職業 ］ 

 
n= したことがある したことがない (%) 

全体 3,170  17.4  82.6   

会社員 884  13.9  86.1   

自営業・家族従業者 

（農業・漁業を含む） 
277  26.4  73.6   

医師・弁護士等の資格職 72  18.1  81.9   

公務員・団体職員 

（教職員を含む） 
154  27.3  72.7   

派遣・契約社員、 

パートタイム従業者、アルバイト 
554  14.4  85.6   

主婦・主夫 583  15.4  84.6   

学生 65  27.7  72.3   

無職 

（求職者、退職者を含む。主婦・主夫、学生を除く） 
492  19.1  80.9   

その他 89  21.3  78.7   
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［ ボランティア活動経験の有無 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 
n= したことがある したことがない  (%) 

全体 3,170  17.4  82.6   

300 万円未満 1,058  13.9  86.1   

300 万円以上 

500 万円未満 
791  20.1  79.9   

500 万円以上 

600 万円未満 
312  16.7  83.3   

600 万円以上 

800 万円未満 
411  17.5  82.5   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
283  21.2  78.8   

1,000 万円以上 315  19.7  80.3   

 

［ ボランティア活動経験の有無 ］×［ 年代 ］ 

 
n= したことがある したことがない  (%) 

全体 3,170  17.4  82.6   

20～29 歳 342  14.9  85.1   

30～39 歳 483  14.1  85.9   

40～49 歳 510  15.9  84.1   

50～59 歳 551  15.4  84.6   

60～69 歳 522  20.3  79.7   

70 歳以上 762  21.1  78.9   
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② ボランティア活動への参加の妨げとなる要因 

［ ボランティア活動参加の妨げとなる要因 ］×［ 性別 ］ 

 

n= 

ボランティア

活動に関す

る十分な情

報がない 

参加する際

の経費（交

通費等）の

負担 

参加しても

実際に役に

立っていると

思えない 

ボランティア

を受け入れ

る団体等に

不信感があ

る 

参加するた

めの手続き

がわかりにく

い 

参加する時

間がない 

全体 3,169  40.8  23.1  7.2  9.7  21.2  45.3  

男性 1,466  41.1  25.6  9.0  12.2  22.6  45.4  

女性 1,703  40.6  21.0  5.6  7.6  20.0  45.3  

 

参加するた

めの休暇が

取りにくい 

一緒に参加

する人がい

ない 

参加する際

の保険が不

十分 

その他 

特に妨げと

なることはな

い 

 (%) 

22.1  14.5  5.3  12.6  12.1   

27.1  14.1  7.1  10.8  12.6   

17.8  14.8  3.8  14.1  11.6   

 

［ ボランティア活動への参加の妨げとなる要因 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 

n= 

ボランティア

活動に関す

る十分な情

報がない 

参加する際

の経費（交

通費等）の

負担 

参加しても

実際に役に

立っていると

思えない 

ボランティア

を受け入れ

る団体等に

不信感があ

る 

参加するた

めの手続き

がわかりにく

い 

参加する時

間がない 

全体 3,168  40.8  23.1  7.2  9.7  21.2  45.3  

独身 1,022  43.2  28.3  8.9  12.4  22.3  45.7  

既婚 2,146  39.7  20.6  6.3  8.4  20.6  45.2  

 

参加するた

めの休暇が

取りにくい 

一緒に参加

する人がい

ない 

参加する際

の保険が不

十分 

その他 

特に妨げと

なることはな

い 

 (%) 

22.1  14.5  5.3  12.6  12.1   

26.0  17.5  6.0  12.2  10.0   

20.2  13.0  5.0  12.7  13.0   



44 
 

③ 寄附経験の有無 

［ 寄附経験の有無 ］×［ ボランティア活動経験の有無 ］ 

 
n= 

寄附をしたこと

がある 

寄附をしたこと

がない 
(%) 

全体 3,168  35.3  64.7   

ボランティア

活動経験あり 
551  62.8  37.2   

ボランティア

活動経験なし 
2,617  29.5  70.5   

 

［ 寄附経験の有無 ］×［ 年代 ］ 

 
n= 

寄附をしたこと

がある 

寄附をしたこと

がない 
(%) 

全体 3,168  35.3  64.7   

20～29 歳 341  18.2  81.8   

30～39 歳 483  29.4  70.6   

40～49 歳 510  37.6  62.4   

50～59 歳 551  39.4  60.6   

60～69 歳 522  40.6  59.4   

70 歳以上 761  38.4  61.6   

 

  



45 
 

［ 寄附経験の有無 ］×［ 職業 ］ 

 
n= 

寄附をしたこと

がある 

寄附をしたこと

がない 
 (%) 

全体 3,168  35.3  64.7   

会社員 884  33.1  66.9   

自営業・家族従業者 

（農業・漁業を含む） 
277  46.2  53.8   

医師・弁護士等の資格職 72  44.4  55.6   

公務員・団体職員 

（教職員を含む） 
153  47.1  52.9   

派遣・契約社員、 

パートタイム従業者、アルバイト 
554  28.2  71.8   

主婦・主夫 583  41.9  58.1   

学生 65  9.2  90.8   

無職 

（求職者、退職者を含む。主婦・主夫、学生を除く） 
491  31.8  68.2   

その他 89  33.7  66.3   

 

［ 寄附経験の有無 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 
n= 

寄附をしたこと

がある 

寄附をしたこと

がない 
 (%) 

全体 3,168  35.3  64.7   

300 万円未満 1,058  27.3  72.7   

300 万円以上 

500 万円未満 
790  36.2  63.8   

500 万円以上 

600 万円未満 
312  35.9  64.1   

600 万円以上 

800 万円未満 
410  37.8  62.2   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
283  44.2  55.8   

1,000 万円以上 315  47.6  52.4   
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④ 年間寄附金額・年間寄附回数 

［ 年間寄附金額 ］×［ ボランティア活動経験の有無 ］ 

 
n= 

0 円 
1 円以上 

2,000 円未満 

2,000 円以上

5,000 円未満 

5,000 円以上

10,000 円未満 

全体 1,021  4.8  34.0  13.8  8.4  

ボランティア活動経験あり 315  2.5  26.0  16.5  10.5  

ボランティア活動経験なし 706  5.8  37.5  12.6  7.5  

 

10,000 円以上

30,000 円未満 

30,000 円以上

50,000 円未満 

50,000 円以上

100,000 円未満 
100,000 円以上 (％) 

18.0  6.7  7.5  6.8   

24.8  7.0  6.3  6.3   

15.0  6.5  8.1  6.9   

 

［ 寄附回数 ］×［ ボランティア活動経験の有無 ］ 

 n= ０回 １回 ２回 ３回 ４回 

全体 997  2.8  32.5  22.2  13.1  6.5  

ボランティア活動経験あり 310  2.6  27.4  21.6  14.5  7.4  

ボランティア活動経験なし 687  2.9  34.8  22.4  12.5  6.1  

 

５回～９回 10 回～19 回 20 回以上 (%) 

11.2  9.9  1.7   

12.3  12.6  1.6   

10.8  8.7  1.7   
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⑤ 寄附方法 

［ 寄附方法］×［ 婚姻状況 ］ 

 

ｎ= 

街頭募金 直接手渡し 

設置されてい

る募金箱 

（「街頭募金」

を除く） 

銀行・コンビニ

等での 

振込み・口座

引落とし 

給料からの 

天引き 

全体 1,108  21.4  21.0  22.4  21.9  1.3  

独身 273  21.2  15.0  24.9  20.1  0.7  

既婚 835  21.4  23.0  21.6  22.5  1.4  

 

クレジットカード等の

利用（ポイント・電子

マネーの利用含む） 

寄附付商品の

購入 

現物寄附（品

物の郵送等） 
その他 

 (%) 

22.2  15.3  6.5  15.3   

27.5  12.5  8.4  9.5   

20.5  16.2  5.9  17.2   
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［ 寄附方法］×［ 地域 ］ 

 

ｎ= 

街頭募金 直接手渡し 

設置されてい

る募金箱 

（「街頭募金」

を除く） 

銀行・コンビニ

等での 

振込み・口座

引落とし 

給料からの 

天引き 

全体 1,109  21.5  21.0  22.4  22.0  1.3  

北海道・東北 102  16.7  19.6  22.5  25.5  1.0  

関東・甲信 584  20.4  20.0  21.4  22.6  0.9  

中部 117  24.8  21.4  23.9  17.1  0.9  

近畿 142  26.1  23.9  27.5  18.3  2.1  

中国・四国 90  23.3  24.4  21.1  22.2  1.1  

九州 74  20.3  20.3  18.9  27.0  4.1  

 

クレジットカード

等の利用 

（ポイント・電子

マネーの利用

含む） 

寄附付商品の

購入 

現物寄附（品物

の郵送等） 
その他 

 (%) 

22.2  15.2  6.5  15.3   

21.6  11.8  6.9  10.8   

23.1  16.6  5.8  15.8   

17.9  11.1  10.3  16.2   

23.2  15.5  7.0  12.0   

18.9  15.6  4.4  17.8   

24.3  14.9  6.8  20.3   
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［ 寄附方法］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

街頭募金 直接手渡し 

設置されてい

る募金箱

（「街頭募金」

を除く） 

銀行・コンビ

ニ等での 

振込み・口座

引落とし 

給料からの 

天引き 

全体 1,109  21.5  21.0  22.4  22.0  1.3  

300 万円未満 287  26.8  22.0  26.8  21.3  1.0  

300 万円以上 

500 万円未満 
284  23.9  25.0  21.8  20.4  1.4  

500 万円以上 

600 万円未満 
112  17.9  15.2  23.2  21.4  0.9  

600 万円以上 

800 万円未満 
153  18.3  19.6  21.6  23.5  2.0  

800 万円以上 

1,000 万円未満 
123  18.7  22.8  20.3  24.4  0.8  

1,000 万円以上 150  14.7  16.0  16.7  23.3  1.3  

 

クレジットカード

等の利用 

（ポイント・電子

マネーの利用

含む） 

寄附付商品の

購入 

現物寄附（品物

の郵送 等） 
その他 

 (%) 

22.2  15.2  6.5  15.3   

16.7  8.0  5.9  15.3   

19.0  13.4  6.7  12.7   

25.0  17.0  6.3  16.1   

21.6  17.6  7.8  18.3   

28.5  24.4  6.5  14.6   

32.0  21.3  6.0  17.3   
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⑥ 寄附をした相手 

［ 寄附をした相手 ］×［ 性別 ］ 

 

n= 

町内会・ 

自治会 

ＮＰＯ法人 

公益社団法人

（青い羽根、

緑の羽根） 

公益社団法人

（上記３を除

く）、公益財団

法人 

社会福祉法人

（共同募金会

を除く） 

政治団体、 

宗教法人 

全体 1,109  21.5  16.0  10.5  7.6  8.6  5.0  

男性 472  20.8  14.8  10.8  8.3  8.3  5.3  

女性 637  22.0  16.8  10.2  7.1  8.8  4.7  

 

学校法人 

共同募金会

（赤い羽根） 

日本赤十字社 

その他の非営

利法人 （例. 

一般社団法人、

一般財団法人、

医療法人 等） 

ふるさと納税

等を通じて、 

都道府県・市

町村 

どこに寄附し

たか 

わからない 

その他 

(%) 

4.6  33.2  25.2  10.3  21.8  7.5  15.1   

5.3  29.2  24.4  9.5  26.5  7.2  13.8   

4.1  36.1  25.9  10.8  18.4  7.7  16.0   
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［ 寄附をした相手 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 

n= 

町内会・ 

自治会 

ＮＰＯ法人 

公益社団法人

（青い羽根、

緑の羽根） 

公益社団法人

（上記３を除

く）、公益財団

法人 

社会福祉法人

（共同募金会

を除く） 

政治団体、 

宗教法人 

全体 1,108  21.5  16.0  10.5  7.6  8.6  5.0  

独身 274  16.4  21.2  7.3  8.8  6.9  3.3  

既婚 834  23.1  14.3  11.5  7.2  9.1  5.5  

 

学校法人 

共同募金会

（赤い羽根） 

日本赤十字社 

その他の非営

利法人 （例. 

一般社団法人、

一般財団法人、

医療法人 等） 

ふるさと納税

等を通じて、 

都道府県・市

町村 

どこに寄附し

たか 

わからない 

その他 

(%) 

4.6  33.1  25.3  10.3  21.8  7.4  15.1   

3.3  29.2  23.0  10.2  19.0  11.7  12.0   

5.0  34.4  26.0  10.3  22.8  6.0  16.1   
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［ 寄附をした相手 ］×［ 年代 ］ 

 

n= 

町内会・ 

自治会 

ＮＰＯ法人 

公益社団法人

（青い羽根、

緑の羽根） 

公益社団法人

（上記３を除

く）、公益財団

法人 

社会福祉法人

（共同募金会

を除く） 

政治団体、 

宗教法人 

全体 1,109  21.5  16.0  10.5  7.6  8.6  5.0  

20～29 歳 60  13.3  26.7  8.3  5.0  0.0  1.7  

30～39 歳 141  17.7  9.2  4.3  5.7  7.8  5.7  

40～49 歳 191  13.6  18.3  9.4  6.3  4.2  7.3  

50～59 歳 215  16.7  19.5  10.7  8.4  7.0  3.7  

60～69 歳 211  22.3  13.3  9.0  6.6  10.0  3.8  

70 歳以上 291  33.0  14.8  15.5  10.0  13.7  5.5  

 

学校法人 

共同募金会

（赤い羽根） 

日本赤十字社 

その他の非営

利法人 （例. 

一般社団法人、

一般財団法人、

医療法人 等） 

ふるさと納税

等を通じて、 

都道府県・市

町村 

どこに寄附し

たか 

わからない 

その他 

(%) 

4.6  33.2  25.2  10.3  21.8  7.5  15.1   

3.3  10.0  13.3  8.3  21.7  23.3  16.7   

3.5  27.7  22.0  5.7  30.5  15.6  12.8   

5.8  29.8  21.5  11.0  28.3  7.9  17.3   

6.0  27.4  24.7  9.8  26.0  5.6  15.8   

4.7  37.4  26.5  12.3  20.4  5.2  17.5   

3.4  44.0  31.3  11.3  11.3  3.1  12.0   
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［ 寄附をした相手 ］×［ 地域 ］ 

 

n= 

町内会・ 

自治会 

ＮＰＯ法人 

公益社団法人

（青い羽根、

緑の羽根） 

公益社団法人

（上記３を除

く）、公益財団

法人 

社会福祉法人

（共同募金会

を除く） 

政治団体、 

宗教法人 

全体 1,109  21.5  16.0  10.5  7.6  8.6  5.0  

北海道・東

北 
102  17.6  14.7  15.7  6.9  10.8  2.9  

関東・甲信 585  21.7  16.8  9.2  7.0  9.1  4.3  

中部 117  19.7  15.4  15.4  7.7  6.8  1.7  

近畿 141  22.7  12.8  6.4  11.3  9.2  9.2  

中国・四国 90  28.9  7.8  11.1  4.4  6.7  5.6  

九州 74  16.2  28.4  12.2  9.5  5.4  9.5  

 

学校法人 

共同募金会

（赤い羽根） 

日本赤十字社 

その他の非営

利法人 （例. 

一般社団法人、

一般財団法人、

医療法人 等） 

ふるさと納税

等を通じて、 

都道府県・市

町村 

どこに寄附し

たか 

わからない 

その他 

(%) 

4.6  33.2  25.2  10.3  21.8  7.5  15.1   

4.9  33.3  25.5  9.8  21.6  3.9  14.7   

4.8  30.1  26.2  9.6  22.1  7.7  13.8   

6.8  35.9  23.1  12.0  19.7  7.7  17.1   

0.7  41.8  23.4  7.8  22.7  9.9  20.6   

1.1  37.8  24.4  14.4  25.6  7.8  14.4   

10.8  31.1  25.7  13.5  17.6  5.4  12.2   
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［ 寄附をした相手 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

町内会・ 

自治会 

ＮＰＯ法人 

公益社団法

人（青い羽

根、緑の羽

根） 

公益社団法

人（上記３を

除く）、公益財

団法人 

社会福祉法

人（共同募金

会を除く） 

政治団体、 

宗教法人 

全体 1,109  21.5  16.0  10.5  7.6  8.6  5.0  

会社員 288  10.8  14.2  5.9  4.5  4.9  2.1  

自営業・家族

従業者（農

業・漁業を含

む） 

128  34.4  19.5  7.8  10.2  7.0  7.0  

医師・弁護士

等の資格職 
32  9.4  21.9  6.3  9.4  6.3  6.3  

公務員・団体

職員（教職員

を含む） 

72  12.5  12.5  22.2  11.1  8.3  6.9  

派遣・契約社

員、パートタ

イム従業者、

アルバイト 

155  18.7  16.1  7.7  7.1  6.5  5.2  

主婦・主夫 242  29.8  15.7  15.7  7.0  12.8  3.7  

学生 6  16.7  66.7  0.0  0.0  0.0  0.0  

無職（求職

者、退職者を

含む。主婦・

主夫、学生を

除く） 

156  25.6  14.1  11.5  10.3  12.2  7.7  

その他 30  30.0  20.0  10.0  10.0  13.3  13.3  
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学校法人 

共同募金会

（赤い羽根） 

日本赤十字社 

その他の非営

利法人 （例. 

一般社団法人、

一般財団法人、

医療法人 等） 

ふるさと納税

等を通じて、 

都道府県・市

町村 

どこに寄附し

たか 

わからない 

その他 

(%) 

4.6  33.2  25.2  10.3  21.8  7.5  15.1   

4.5  19.8  14.9  8.3  37.5  10.4  15.6   

3.9  33.6  28.9  7.0  20.3  3.9  11.7   

25.0  21.9  18.8  6.3  43.8  3.1  6.3   

4.2  38.9  33.3  12.5  36.1  4.2  11.1   

5.2  35.5  24.5  11.0  18.7  13.5  17.4   

2.5  42.6  30.6  11.2  9.1  4.5  19.0   

0.0  33.3  16.7  16.7  16.7  0.0  16.7   

4.5  40.4  31.4  15.4  9.6  5.8  10.3   

3.3  33.3  26.7  3.3  3.3  10.0  23.3   
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［ 寄附をした相手 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

町内会・ 

自治会 

ＮＰＯ法人 

公益社団法

人（青い羽

根、緑の羽

根） 

公益社団法

人（上記３を

除く）、公益財

団法人 

社会福祉法

人（共同募金

会を除く） 

政治団体、 

宗教法人 

全体 1,109  21.5  16.0  10.5  7.6  8.6  5.0  

300 万円未満 287  28.6  17.1  10.8  7.3  9.4  6.6  

300 万円以上 

500 万円未満 
284  23.6  14.4  11.3  8.8  9.9  4.6  

500 万円以上 

600 万円未満 
112  18.8  16.1  8.9  7.1  9.8  4.5  

600 万円以上 

800 万円未満 
153  13.7  16.3  9.8  7.8  7.2  4.6  

800 万円以上 

1,000 万円未満 
124  22.6  14.5  12.9  4.8  7.3  4.0  

1,000 万円以上 149  12.8  17.4  8.1  8.1  6.0  4.0  

 

学校法人 

共同募金会

（赤い羽根） 

日本赤十字社 

その他の非営利法

人 （例. 一般社団

法人、一般財団法

人、医療法人 等） 

ふるさと納税

等を通じて、 

都道府県・市

町村 

どこに寄附し

たか 

わからない 

その他 

(%) 

4.6  33.2  25.2  10.3  21.8  7.5  15.1   

1.7  40.1  23.0  10.8  5.6  9.1  13.9   

4.6  33.8  29.9  8.8  15.8  6.7  15.5   

6.3  27.7  20.5  10.7  20.5  8.9  15.2   

2.0  32.0  23.5  11.1  24.8  7.8  21.6   

7.3  33.1  24.2  9.7  39.5  6.5  12.9   

9.4  24.2  26.8  11.4  47.7  5.4  11.4   
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⑦ 寄附をした分野 

［ 寄附をした分野 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 
ｎ= 

保健・医療・ 

福祉 
教育・研究 

まちづくり・ 

まちおこし 

芸術・文化・ 

スポーツ 

自然・ 

環境保全 

全体 1,087  32.8  8.9  20.1  5.2  10.8  

独身 266  33.1  7.9  18.8  5.6  10.2  

既婚 821  32.6  9.3  20.5  5.1  11.0  

 

災害救助 

支援 
地域安全 人権・平和 

国際協力・ 

交流 

子ども・ 

青少年育成 
その他 

(%) 

24.7  7.5  10.3  12.6  22.7  16.7   

26.7  5.3  8.6  11.3  22.2  18.0   

24.0  8.3  10.8  13.0  22.9  16.2   
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［ 寄附をした分野 ］×［ 職業 ］ 

 
n= 

保健・医療・ 

福祉 
教育・研究 

まちづくり・ 

まちおこし 

芸術・文化・ 

スポーツ 

自然・ 

環境保全 

全体 1,088  32.7  8.9  20.0  5.2  10.8  

会社員 279  25.8  10.4  29.4  5.4  9.3  

自営業・家族従業

者（農業・漁業を

含む） 

125  35.2  8.8  20.0  4.0  14.4  

医師・弁護士等の

資格職 
32  28.1  21.9  28.1  6.3  9.4  

公務員・団体職員

（教職員を含む） 
72  43.1  18.1  23.6  12.5  15.3  

派遣・契約社員、

パートタイム従業

者、アルバイト 

154  36.4  7.1  14.3  5.8  8.4  

主婦・主夫 240  30.0  5.4  14.2  2.5  12.1  

学生 5  40.0  60.0  0.0  20.0  40.0  

無職（求職者、退

職者を含む。主

婦・主夫、学生を

除く） 

153  39.9  6.5  16.3  5.2  9.2  

その他 28  32.1  0.0  14.3  7.1  3.6  
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災害救助 

支援 
地域安全 人権・平和 

国際協力・ 

交流 

子ども・ 

青少年育成 
その他 

(%) 

24.6  7.5  10.3  12.6  22.7  16.7   

20.4  3.9  10.4  9.0  24.7  16.5   

26.4  9.6  9.6  9.6  23.2  18.4   

15.6  0.0  3.1  15.6  15.6  15.6   

16.7  6.9  12.5  16.7  33.3  9.7   

25.3  6.5  11.7  9.7  25.3  14.3   

32.5  10.0  8.3  14.2  22.1  18.3   

20.0  0.0  60.0  40.0  40.0  0.0   

20.9  11.8  11.1  14.4  13.7  19.0   

39.3  7.1  10.7  35.7  17.9  21.4   
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⑧ 寄附理由 

［ 寄附理由 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 

n= 

社会の役に立

ちたいと思っ

たから 

町内会・自治

会の活動の一

環として 

職場の取組の

一環として 

知人や同僚な

どからの勧め 

自分や家族が

関係している

活動への支援 

全体 1,097  53.9  32.1  4.8  2.6  11.4  

独身 268  57.8  25.4  3.4  2.2  9.3  

既婚 829  52.6  34.3  5.3  2.8  12.1  

 

社会的に評価

されるため 

自分が抱えて

いる社会問題

の解決に必要

だから 

所得税が軽減

される制度が

あるから 

その他 

(%) 

1.7  4.4  16.4  18.2   

1.9  4.9  14.2  21.6   

1.7  4.2  17.1  17.1   
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［ 寄附理由 ］×［ 年代 ］ 

 

n= 

社会の役に立

ちたいと思っ

たから 

町内会・自治

会の活動の一

環として 

職場の取組の

一環として 

知人や同僚な

どからの勧め 

自分や家族が

関係している

活動への支援 

全体 1,098  53.8  32.1  4.8  2.6  11.4  

20～29 歳 58  53.4  15.5  3.4  5.2  6.9  

30～39 歳 139  55.4  20.1  6.5  1.4  8.6  

40～49 歳 190  51.1  20.0  6.3  2.6  14.7  

50～59 歳 211  51.7  28.9  8.5  2.4  10.9  

60～69 歳 210  54.8  36.2  4.8  3.3  11.0  

70 歳以上 290  55.9  48.6  0.7  2.4  12.1  

 

社会的に評価

されるため 

自分が抱えて

いる社会問題

の解決に必要

だから 

所得税が軽減

される制度が

あるから 

その他 

(%) 

1.7  4.4  16.4  18.3   

1.7  5.2  15.5  24.1   

1.4  5.0  23.0  21.6   

0.0  5.3  21.1  21.6   

1.9  3.8  19.4  19.0   

1.9  3.8  15.7  17.1   

2.8  4.1  8.6  13.8   
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［ 寄附理由 ］×［ 地域 ］ 

 

n= 

社会の役に立

ちたいと思っ

たから 

町内会・自治

会の活動の一

環として 

職場の取組の

一環として 

知人や同僚な

どからの勧め 

自分や家族が

関係している

活動への支援 

全体 1,098  53.8  32.1  4.8  2.6  11.4  

北海道・東北 101  57.4  27.7  6.9  1.0  13.9  

関東・甲信 577  53.2  31.0  4.2  3.3  12.5  

中部 117  53.0  35.0  5.1  0.9  12.8  

近畿 139  52.5  32.4  3.6  3.6  9.4  

中国・四国 91  56.0  39.6  7.7  2.2  6.6  

九州 73  54.8  32.9  5.5  1.4  6.8  

 

社会的に評価

されるため 

自分が抱えて

いる社会問題

の解決に必要

だから 

所得税が軽減

される制度が

あるから 

その他 

(%) 

1.7  4.4  16.4  18.3   

4.0  1.0  17.8  9.9   

1.7  4.5  16.3  18.5   

0.9  3.4  14.5  23.1   

2.2  5.0  17.3  18.0   

1.1  3.3  20.9  18.7   

0.0  9.6  11.0  20.5   
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［ 寄附理由 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

社会の役に

立ちたいと思

ったから 

町内会・自治

会の活動の

一環として 

職場の取組

の一環として 

知人や同僚

などからの勧

め 

自分や家族

が関係してい

る活動への

支援 

全体 1,098  53.8  32.1  4.8  2.6  11.4  

会社員 283  52.3  18.0  5.3  4.2  9.2  

自営業・家族従業

者（農業・漁業を

含む） 

127  49.6  39.4  0.8  2.4  12.6  

医師・弁護士等の

資格職 
32  50.0  18.8  3.1  0.0  15.6  

公務員・団体職員

（教職員を含む） 
72  52.8  19.4  26.4  2.8  12.5  

派遣・契約社員、

パートタイム従業

者、アルバイト 

155  53.5  28.4  8.4  1.3  7.7  

主婦・主夫 241  57.3  43.6  1.2  3.3  15.8  

学生 5  40.0  20.0  0.0  0.0  0.0  

無職（求職者、退

職者を含む。主

婦・主夫、学生を

除く） 

154  54.5  44.8  0.0  1.3  10.4  

その他 29  65.5  44.8  3.4  0.0  10.3  
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社会的に評

価されるため 

自分が抱えて

いる社会問題

の解決に必

要だから 

所得税が軽

減される 

制度があるか

ら 

その他 

(%) 

1.7  4.4  16.4  18.3   

1.8  4.9  27.6  20.8   

2.4  3.9  12.6  15.7   

3.1  0.0  31.3  18.8   

4.2  4.2  34.7  8.3   

0.0  2.6  11.0  25.2   

1.7  2.5  7.5  16.2   

0.0  20.0  20.0  40.0   

1.9  7.8  9.7  15.6   

0.0  10.3  0.0  20.7   
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［ 寄附理由 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

社会の役に立

ちたいと思っ

たから 

町内会・自治

会の活動の一

環として 

職場の取組の

一環として 

知人や同僚な

どからの勧め 

自分や家族が

関係している

活動への支援 

全体 1,098  53.8  32.1  4.8  2.6  11.4  

300 万円未満 286  53.8  38.1  2.1  1.7  10.1  

300 万円以上 

500 万円未満 
280  56.1  37.1  3.9  3.2  12.9  

500 万円以上 

600 万円未満 
110  62.7  29.1  6.4  0.0  12.7  

600 万円以上 

800 万円未満 
152  51.3  27.6  5.9  3.3  9.2  

800 万円以上 

1,000 万円未満 
122  45.1  26.2  9.8  4.9  7.4  

1,000 万円以上 148  52.7  23.0  5.4  2.7  15.5  

 

社会的に評価

されるため 

自分が抱えて

いる社会問題

の解決に必要

だから 

所得税が軽減

される制度が

あるから 

その他 

(%) 

1.7  4.4  16.4  18.3   

1.7  5.2  3.5  19.6   

2.5  3.6  14.6  16.1   

0.0  2.7  14.5  20.0   

2.0  5.9  17.1  25.7   

0.0  5.7  31.1  13.9   

2.7  2.7  33.1  14.9   
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⑨ 寄附金控除制度の利用 

［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 性別 ］ 

 
ｎ= 利用した 利用しなかった  (%) 

全体 1,094  23.9  76.1   

男性 465  28.2  71.8   

女性 629  20.8  79.2   

 

［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 
ｎ= 利用した 利用しなかった (%) 

全体 1,093  24.0  76.0   

独身 271  18.5  81.5   

既婚 822  25.8  74.2   

 

［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 職業 ］ 

 
n= 利用した 利用しなかった  (%) 

全体 1,094  23.9  76.1   

会社員 285  34.7  65.3   

自営業・家族従業者（農業・漁

業を含む） 
127  29.9  70.1   

医師・弁護士等の資格職 32  56.3  43.8   

公務員・団体職員（教職員を含

む） 
72  31.9  68.1   

派遣・契約社員、パートタイム

従業者、アルバイト 
153  15.7  84.3   

主婦・主夫 240  13.8  86.3   

学生 6  16.7  83.3   

無職（求職者、退職者を含む。

主婦・主夫、学生を除く） 
151  14.6  85.4   

その他 28  14.3  85.7   
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［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 
n= 利用した 利用しなかった  (%) 

全体 1,094  23.9  76.1   

300 万円未満 281  8.9  91.1   

300 万円以上 

500 万円未満 
279  19.4  80.6   

500 万円以上 

600 万円未満 
112  24.1  75.9   

600 万円以上 

800 万円未満 
152  24.3  75.7   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
122  38.5  61.5   

1,000 万円以上 148  48.6  51.4   

 

［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 年間寄附金額（個人） ］ 

 
n= 利用した 利用しなかった  (%) 

全体 989  24.2  75.8   

０円 31  29.0  71.0   

１円以上 

2,000 円未満 
340  5.9  94.1   

2,000 円以上 

5,000 円未満 
138  5.8  94.2   

5,000 円以上 

10,000 円未満 
86  17.4  82.6   

10,000 円以上 

30,000 円未満 
184  31.0  69.0   

30,000 円以上 

50,000 円未満 
67  49.3  50.7   

50,000 円以上 

100,000 円未満 
75  70.7  29.3   

100,000 円以上 68  64.7  35.3   
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［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 寄附回数 ］ 

 
n= 利用した 利用しなかった  (%) 

全体 984  24.0  76.0   

０回 26  19.2  80.8   

１回 319  18.2  81.8   

２回 220  16.4  83.6   

３回 131  19.8  80.2   

４回 63  36.5  63.5   

５回～９回 112  42.0  58.0   

10 回～19 回 96  35.4  64.6   

20 回以上 17  41.2  58.8   

 

［ 寄附金控除制度の利用 ］×［ 寄附をした相手 ］ 

 
n= 利用した 利用しなかった  (%) 

全体 2,040  23.2  76.8   

町内会・自治会 236  11.4  88.6   

NPO 法人 175  22.9  77.1   

公益社団法人（青い羽根、緑の羽根） 116  12.1  87.9   

公益社団法人（上記３を除く）、公益財団法人 82  28.0  72.0   

社会福祉法人（共同募金会を除く） 92  14.1  85.9   

政治団体、宗教法人 54  22.2  77.8   

学校法人 50  30.0  70.0   

共同募金会（赤い羽根） 362  13.3  86.7   

日本赤十字社 276  15.9  84.1   

その他の非営利法人 （例. 一般社団法人、

一般財団法人、医療法人 等）  
114  16.7  83.3   

ふるさと納税等を通じて、都道府県・市町村 239  78.2  21.8   

どこに寄附したかわからない 80  6.3  93.8   

その他 164  15.9  84.1   
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⑩ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 

［ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 ］×［ 性別 ］ 

 

ｎ= 

確定申告を行

わなかったか

ら 

制度を利用し

ても控除金額

が少なかった

から 

寄附先が寄附

金控除制度の

対象ではなか

ったから 

寄附金控除制

度について知

らなかったか

ら 

その他 

(%) 

全体 813  16.1  23.5  9.2  35.9  15.3   

男性 327  14.1  26.6  7.3  37.9  14.1   

女性 486  17.5  21.4  10.5  34.6  16.0   

 

［ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 

ｎ= 

確定申告を行

わなかったか

ら 

制度を利用し

ても控除金額

が少なかった

から 

寄附先が寄附

金控除制度の

対象ではなか

ったから 

寄附金控除制

度について知

らなかったか

ら 

その他 

(%) 

全体 812  16.0  23.5  9.2  36.0  15.3   

独身 218  18.3  20.2  10.1  35.3  16.1   

既婚 594  15.2  24.7  8.9  36.2  15.0   
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［ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

確定申告を

行わなかっ

たから 

制度を利用

しても控除金

額が少なか

ったから 

寄附先が寄附

金控除制度の

対象ではなか

ったから 

寄附金控除

制度につい

て知らなかっ

たから 

その他 

(%) 

全体 813  16.1  23.5  9.2  35.9  15.3   

会社員 183  14.8  19.7  7.1  49.2  9.3   

自営業・家族従

業者（農業・漁

業を含む） 

85  5.9  31.8  10.6  31.8  20.0   

医師・弁護士等

の資格職 
14  0.0  21.4  14.3  50.0  14.3   

公務員・団体職

員（教職員を含

む） 

49  16.3  24.5  6.1  38.8  14.3   

派遣・契約社

員、パートタイ

ム従業者、アル

バイト 

127  12.6  19.7  9.4  44.1  14.2   

主婦・主夫 200  19.0  23.0  11.5  29.5  17.0   

学生 5  20.0  20.0  0.0  40.0  20.0   

無職（求職者、

退職者を含む。

主婦・主夫、学

生を除く） 

127  24.4  28.3  8.7  22.0  16.5   

その他 23  21.7  21.7  8.7  17.4  30.4   
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［ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

確定申告を

行わなかっ

たから 

制度を利用

しても控除金

額が少なか

ったから 

寄附先が寄附

金控除制度の

対象ではなか

ったから 

寄附金控除

制度につい

て知らなかっ

たから 

その他 

(%) 

全体 813  16.1  23.5  9.2  35.9  15.3   

300 万円未満 251  21.1  23.9  10.4  28.3  16.3   

300 万円以上 

500 万円未満 
217  13.4  27.2  11.5  33.6  14.3   

500 万円以上 

600 万円未満 
84  9.5  32.1  9.5  35.7  13.1   

600 万円以上 

800 万円未満 
113  14.2  11.5  8.8  48.7  16.8   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
73  13.7  30.1  1.4  43.8  11.0   

1,000 万円以上 75  20.0  13.3  6.7  41.3  18.7   

 

  



72 
 

［ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 ］×［ 年間寄附金額（個人） ］ 

 

n= 

確定申告を

行わなかっ

たから 

制度を利用

しても控除金

額が少なか

ったから 

寄附先が寄附

金控除制度の

対象ではなか

ったから 

寄附金控除

制度につい

て知らなかっ

たから 

その他 

(%) 

全体 736  17.1  24.2  9.0  36.0  13.7   

０円 22  9.1  27.3  0.0  36.4  27.3   

１円以上 

2,000 円未満 
312  12.8  21.8  9.3  39.7  16.3   

2,000 円以上 

5,000 円未満 
127  16.5  33.9  5.5  29.9  14.2   

5,000 円以上 

10,000 円未満 
71  21.1  26.8  8.5  32.4  11.3   

10,000 円以上 

30,000 円未満 
126  23.8  24.6  11.1  34.1  6.3   

30,000 円以上 

50,000 円未満 
32  21.9  18.8  12.5  37.5  9.4   

50,000 円以上 

100,000 円未満 
22  22.7  13.6  18.2  27.3  18.2   

100,000 円以上 24  25.0  8.3  8.3  45.8  12.5   
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［ 寄附金控除制度を利用しなかった理由 ］×［ 寄附回数 ］ 

 

n= 

確定申告を

行わなかっ

たから 

制度を利用

しても控除金

額が少なか

ったから 

寄附先が寄附

金控除制度の

対象ではなか

ったから 

寄附金控除

制度につい

て知らなかっ

たから 

その他 

 (%) 

全体 732  17.1  23.9  8.5  36.1  14.5   

０回 21  14.3  23.8  0.0  38.1  23.8   

１回 256  16.0  22.3  7.0  38.3  16.4   

２回 179  19.6  28.5  6.1  31.3  14.5   

３回 102  16.7  18.6  14.7  38.2  11.8   

４回 38  15.8  31.6  5.3  36.8  10.5   

５回～９回 64  10.9  18.8  9.4  40.6  20.3   

10 回～19 回 62  24.2  24.2  14.5  30.6  6.5   

20 回以上 10  10.0  40.0  10.0  40.0  0.0   
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⑪ 寄附の妨げとなる要因 

［ 寄附の妨げとなる要因 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 

ｎ= 

寄附を行いたい

が、十分な情報が

ないこと 

経済的な余裕がな

いこと 

寄附をしても、実

際に役に立ってい

ると思えないこと 

寄附先の団体・

NPO 法人等に対

する不信感があ

り、信頼度に欠け

ること 

全体 3,164  18.2  50.3  22.9  23.5  

独身 1,019  17.4  57.0  22.8  25.3  

既婚 2,145  18.6  47.1  22.9  22.6  

 

寄附の手続がわ

かりにくいこと 
その他 

特に妨げとなるこ

とはない 

 (%) 

12.9 5.1 18.0   

12.8 5.4 14.4   

13.0 4.9 19.7   
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［ 寄附の妨げとなる要因 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

寄附を行いたい

が、十分な情報が

ないこと 

経済的な余裕がな

いこと 

寄附をしても、実

際に役に立ってい

ると思えないこと 

寄附先の団体・

NPO 法人等に対

する不信感があ

り、信頼度に欠け

ること 

全体 3,165  18.2  50.3  22.9  23.5  

300 万円未満 1,057  14.5  65.7  20.7  20.3  

300 万円以上 

500 万円未満 
789  18.0  52.7  22.2  23.4  

500 万円以上 

600 万円未満 
311  22.8  45.7  29.6  22.8  

600 万円以上 

800 万円未満 
410  21.2  42.4  23.2  25.6  

800 万円以上 

1,000 万円未満 
283  20.5  36.0  24.0  26.1  

1,000 万円以上 315  20.3  20.6  23.8  29.5  

 

寄附の手続がわ

かりにくいこと 
その他 

特に妨げとなるこ

とはない 

 (%) 

12.9  5.1  18.0   

9.6  6.3  11.3   

12.4  3.8  20.8   

16.4  2.9  19.3   

14.4  5.1  19.0   

15.9  6.0  23.0   

17.1  5.1  26.7   
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［ 寄附の妨げとなる要因 ］×［ 公益法人に対する認知 ］ 

 

n= 

寄附を行

いたいが、

十分な情

報がないこ

と 

経済的

な余裕

がないこ

と 

寄附をし

ても、実際

に役に立

っていると

思えない

こと 

寄附先の

団体・NPO

法人等に

対する不

信感があ

り、信頼度

に欠けるこ

と 

寄附の手

続きがわ

かりにく

いこと 

その他 

特に妨

げとなる

ことはな

い 

(%) 

全体 3,164  18.2  50.3  22.9  23.5  12.9  5.1  18.0   

公益法人と

いう言葉も

制度もよく

知っている  

116  16.4  31.0  12.9  19.8  8.6  2.6  37.9   

制度はよく

知らない

が、具体的

な公益法

人の名前

は知ってい

る 

466  19.3  40.1  21.2  27.0  14.4  4.5  23.8   

制度も具

体的な公

益法人の

名前も知ら

ないが、公

益法人とい

う言葉は聞

いたことが

ある 

1,271  19.0  49.3  25.6  24.6  13.5  4.8  17.2   

知らない 1,311  17.1  56.7  21.7  21.4  12.2  5.7  15.0   
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⑫ 寄附時に必要と考える情報 

［ 寄附時に必要と考える情報 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

寄附先の

活動内容 

寄附先の

財務状況 

寄附先の

役員や職

員に関す

る情報 

寄附によ

り期待さ

れる効果 

寄附金に

より購入し

た商品・サ

ービスの

一覧表 

寄附金控

除制度が

適用され

るかどう

か 

その他 

(%) 

全体 3,161  78.1  32.0  20.9  53.3  28.0  17.4  6.7   

会社員 881  78.2  35.6  23.7  58.6  32.0  21.3  4.1   

自営業・家族

従業者（農

業・漁業を含

む） 

277  74.7  33.9  24.5  48.7  26.4  14.8  5.4   

医師・弁護士

等の資格職 
72  80.6  31.9  19.4  48.6  30.6  25.0  4.2   

公務員・団体

職員（教職員

を含む） 

153  74.5  32.7  19.0  61.4  27.5  24.2  4.6   

派遣・契約社

員、パートタ

イム従業者、

アルバイト 

552  81.2  28.8  17.4  54.0  29.0  18.8  5.1   

主婦・主夫 581  78.0  29.9  18.2  49.9  25.1  14.3  9.0   

学生 65  81.5  49.2  24.6  64.6  41.5  13.8  1.5   

無職（求職

者、退職者を

含む。主婦・

主夫、学生を

除く） 

491  78.6  28.5  22.0  47.5  23.0  12.6  10.4   

その他 89  69.7  27.0  16.9  46.1  22.5  10.1  22.5   
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［ 寄附時に必要と考える情報 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

寄附先

の活動

内容 

寄附先

の財務

状況 

寄附先の

役員や職

員に関す

る情報 

寄附によ

り期待さ

れる効果 

寄附金に

より購入し

た商品・サ

ービスの

一覧表 

寄附金控

除制度が

適用され

るかどう

か 

その他 

(%) 

全体 3,161  78.1  32.0  20.9  53.3  28.0  17.4  6.7   

300 万円未満 1,053  75.0  28.0  19.4  47.6  23.6  12.9  10.6   

300 万円以上 

500 万円未満 
789  80.7  33.6  23.2  53.5  27.2  18.1  5.6   

500 万円以上 

600 万円未満 
311  81.4  33.4  20.6  60.1  35.7  17.0  2.9   

600 万円以上 

800 万円未満 
410  77.8  32.0  17.6  56.3  29.0  19.8  6.3   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
283  79.9  37.5  22.6  55.8  27.6  20.1  3.9   

1,000 万円以上 315  77.8  34.6  23.5  58.7  35.9  25.7  3.5   
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⑬ ＮＰＯ法人に対する関心 

［ ＮＰＯ法人に対する関心 ］×［ 地域 ］ 

 
n= 

とても関心が 

ある 

少し関心が 

ある 

あまり関心が 

ない 

まったく関心が

ない 

 (%) 

全体 3,165  4.7  32.3  44.5  18.5   

北海道・東北 285  5.3  33.7  45.6  15.4   

関東・甲信 1,572  5.0  33.1  43.8  18.1   

中部 395  2.5  30.6  43.5  23.3   

近畿 447  4.7  30.4  46.5  18.3   

中国・四国 253  5.9  27.7  47.4  19.0   

九州 213  3.8  37.6  42.7  16.0   
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⑭ 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 

［ 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

所得税にお

ける所得控

除 

所得税にお

ける税額控

除 

一定の現物に

よる寄附をし

た場合の譲渡

所得課税に関

する優遇措置 

相続財産の

寄附をした

場合の相続

税に関する

優遇措置 

知っている

ものはない 

(%) 

全体 3,164  18.0  13.7  1.9  4.1  75.7   

会社員 881  15.8  11.0  2.5  3.3  78.8   

自営業・家族従業

者（農業・漁業を

含む） 

277  26.4  17.7  1.4  4.3  67.5   

医師・弁護士等の

資格職 
72  27.8  20.8  2.8  6.9  66.7   

公務員・団体職員

（教職員を含む） 
153  22.2  20.3  2.6  5.9  72.5   

派遣・契約社員、

パートタイム従業

者、アルバイト 

553  13.0  9.9  1.6  2.7  81.2   

主婦・主夫 582  18.7  13.9  2.4  5.8  73.2   

学生 65  18.5  10.8  0.0  1.5  78.5   

無職（求職者、退

職者を含む。主

婦・主夫、学生を

除く） 

492  19.1  17.3  1.0  4.3  73.0   

その他 89  20.2  14.6  0.0  4.5  77.5   
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⑮ 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の利用 

［ 認定・特例認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇制度の利用 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

所得税にお

ける所得控

除 

所得税にお

ける税額控

除 

一定の現物に

よる寄附をし

た場合の譲渡

所得課税に関

する優遇措置 

相続財産の

寄附をした

場合の相続

税に関する

優遇措置 

利用しなか

った 

(%) 

全体 617  13.1  7.6  0.2  0.2  82.5   

会社員 150  20.7  8.0  0.0  0.0  74.7   

自営業・家族従業

者（農業・漁業を

含む） 

70  15.7  11.4  0.0  0.0  78.6   

医師・弁護士等の

資格職 
19  21.1  21.1  0.0  0.0  68.4   

公務員・団体職員

（教職員を含む） 
31  6.5  9.7  0.0  0.0  90.3   

派遣・契約社員、

パートタイム従業

者、アルバイト 

81  11.1  3.7  0.0  0.0  88.9   

主婦・主夫 129  7.8  6.2  0.0  0.0  86.8   

学生 10  10.0  0.0  10.0  0.0  80.0   

無職（求職者、退

職者を含む。主

婦・主夫、学生を

除く） 

110  9.1  6.4  0.0  0.9  87.3   

その他 17  17.6  11.8  0.0  0.0  76.5   
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⑯ 公益法人に対する認知 

［ 公益法人に対する認知 ］×［ 年代 ］ 

 

n= 

公益法人という

言葉も制度もよ

く知っている 

制度はよく知ら

ないが、具体的

な公益法人の名

前は知っている 

制度も具体的な

公益法人の名

前も知らない

が、公益法人と

いう言葉は聞い

たことがある         

知らない 

 (%) 

全体 3,164  3.7  14.7  40.2  41.4   

20～29 歳 338  2.1  10.4  34.6  53.0   

30～39 歳 482  2.5  12.9  39.0  45.6   

40～49 歳 510  1.8  13.5  40.0  44.7   

50～59 歳 551  4.2  16.0  40.5  39.4   

60～69 歳 522  4.2  17.2  43.3  35.2   

70 歳以上 761  5.7  16.0  41.1  37.2   

 

 

［ 公益法人に対する認知 ］×［ 地域 ］ 

 

n= 

公益法人という

言葉も制度もよ

く知っている 

制度はよく知ら

ないが、具体的

な公益法人の名

前は知っている 

制度も具体的な

公益法人の名

前も知らない

が、公益法人と

いう言葉は聞い

たことがある         

知らない 

 (%) 

全体 3,164  3.7  14.7  40.2  41.4   

北海道・東北 285  3.9  19.3  37.2  39.6   

関東・甲信 1,572  4.4  15.3  41.6  38.7   

中部 395  2.5  11.1  39.5  46.8   

近畿 446  3.1  15.2  36.5  45.1   

中国・四国 253  2.8  10.3  42.3  44.7   

九州 213  2.3  15.5  39.9  42.3   
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［ 公益法人に対する認知 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

公益法人という

言葉も制度もよ

く知っている 

制度はよく知ら

ないが、具体的

な公益法人の名

前は知っている 

制度も具体的な

公益法人の名

前も知らない

が、公益法人と

いう言葉は聞い

たことがある         

知らない 

 (%) 

全体 3,164  3.7  14.7  40.2  41.4   

300 万円未満 1,057  2.8  11.9  37.3  48.0   

300 万円以上 

500 万円未満 
788  4.2  15.9  42.3  37.7   

500 万円以上 

600 万円未満 
311  1.9  16.7  40.2  41.2   

600 万円以上 

800 万円未満 
410  3.4  15.4  42.9  38.3   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
283  6.0  13.1  41.7  39.2   

1,000 万円以上 315  5.1  20.0  39.7  35.2   
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⑰ 公益法人を認知したきっかけ 

［ 公益法人を認知したきっかけ ］×［ 年代 ］ 

 

n= 

テレビや新聞等

で公益法人の活

動が紹介されて

いた 

インターネット（公

益法人のホーム

ページ以外）で公

益法人の活動が

紹介されていた 

公益法人のホー

ムページを見た 

掲示されている

ポスターやパンフ

レットを見た 

全体 1,798  56.5  18.3  7.0  22.8  

20～29 歳 151  55.6  29.8  5.3  19.9  

30～39 歳 255  55.3  22.4  6.7  20.4  

40～49 歳 277  55.6  24.9  6.9  26.0  

50～59 歳 329  51.1  18.2  6.4  23.4  

60～69 歳 323  57.0  15.2  6.8  20.4  

70 歳以上 463  61.3  10.6  8.2  24.4  

 

関心のある活動

を行っている団

体が公益法人だ

った 

家族や知人から

聞いた 

公益法人主催の

イベントを通じて

知った 

その他 

 (%) 

8.3  6.6  3.3  15.7   

6.0  3.3  4.0  17.9   

4.7  6.7  3.1  16.5   

8.3  5.8  2.2  17.3   

7.6  5.2  1.8  18.5   

9.3  7.4  3.7  17.3   

11.0  8.6  4.5  10.4   
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［ 公益法人を認知したきっかけ ］×［ 地域 ］ 

 

n= 

テレビや新聞等

で公益法人の活

動が紹介されて

いた 

インターネット（公

益法人のホーム

ページ以外）で公

益法人の活動が

紹介されていた 

公益法人のホー

ムページを見た 

掲示されている

ポスターやパンフ

レットを見た 

全体 1,798  56.5  18.3  7.0  22.8  

北海道・東北 171  59.1  10.5  4.7  26.9  

関東・甲信 934  55.8  20.3  7.7  22.4  

中部 208  56.7  17.3  3.8  17.3  

近畿 236  51.3  20.3  8.1  26.3  

中国・四国 133  61.7  17.3  7.5  19.5  

九州 116  62.1  12.1  6.9  26.7  

 

関心のある活動

を行っている団

体が公益法人だ

った 

家族や知人から

聞いた 

公益法人主催の

イベントを通じて

知った 

その他 

 (%) 

8.3  6.6  3.3  15.7   

8.8  10.5  2.9  11.1   

8.8  5.6  3.2  16.4   

6.7  8.2  2.4  16.8   

8.9  7.2  4.7  17.4   

7.5  6.8  3.0  13.5   

6.9  5.2  3.4  13.8   
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⑱ 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 

［ 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 ］×［ 年代 ］ 

 

n= 

所得税におけ

る所得控除 

所得税におけ

る税額控除 

一定の現物に

よる寄附をし

た場合の譲渡

所得課税に関

する優遇措置 

相続財産の

寄附をした場

合の相続税

に関する優遇

制度 

知っているも

のはない 

 (%) 

全体 1,715  20.8  17.7  2.6  4.4  71.5   

20～29 歳 143  15.4  11.9  2.8  2.1  80.4   

30～39 歳 243  17.7  12.8  2.9  2.9  76.5   

40～49 歳 268  16.8  15.7  3.0  3.7  76.1   

50～59 歳 309  18.1  15.5  2.9  3.6  76.7   

60～69 歳 304  21.4  18.4  2.6  4.6  70.1   

70 歳以上 448  27.9  24.3  2.0  6.7  60.7   

 

［ 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 ］×［ 地域 ］ 

 

n= 

所得税におけ

る所得控除 

所得税におけ

る税額控除 

一定の現物に

よる寄附をし

た場合の譲渡

所得課税に関

する優遇措置 

相続財産の

寄附をした場

合の相続税

に関する優遇

制度 

知っているも

のはない 

 (%) 

全体 1,715  20.8  17.7  2.6  4.4  71.5   

北海道・東北 162  19.8  16.7  2.5  5.6  74.1   

関東・甲信 885  20.2  16.7  2.4  3.6  71.0   

中部 196  22.4  18.9  1.5  2.6  70.9   

近畿 229  22.7  20.5  3.9  6.6  71.2   

中国・四国 131  20.6  21.4  3.8  5.3  70.2   

九州 112  19.6  14.3  2.7  6.3  75.9   
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［ 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の認知 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

所得税にお

ける所得控

除 

所得税にお

ける税額控

除 

一定の現物寄

附をした場合

の譲渡所得課

税に関する優

遇措置 

相続財産の

寄附をした

場合の相続

税に関する

優遇制度 

知っているも

のはない 

 (%) 

全体 1,715  20.8  17.7  2.6  4.4  71.5   

300 万円未満 502  19.1  17.1  2.0  4.8  72.7   

300 万円以上 

500 万円未満 
455  24.6  19.3  3.3  3.7  67.3   

500 万円以上 

600 万円未満 
169  17.2  18.9  3.0  3.6  74.0   

600 万円以上 

800 万円未満 
231  16.9  13.9  2.6  4.3  77.5   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
163  19.0  17.2  2.5  4.3  73.0   

1,000 万円以上 195  25.1  19.0  2.6  5.6  68.2   
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⑲ 承認特例制度の認知 

［ 承認特例制度の認知 ］×［ 性別 ］ 

 

n= 

知っており、2021

年（令和３年）に

当該制度を利用

した 

知っていたが、

2021 年（令和３

年）に当該制度は

利用しなかった 

当該制度につい

て知らなかった 

 (%) 

全体 3,165  0.3  3.3  96.4   

男性 1,462  0.5  3.8  95.7   

女性 1,703  0.2  2.8  97.0   

 
 
［ 承認特例制度の認知 ］×［ 婚姻状況 ］ 

 

n= 

知っており、2021

年（令和３年）に

当該制度を利用

した 

知っていたが、

2021 年（令和３

年）に当該制度は

利用しなかった 

当該制度につい

て知らなかった 

 (%) 

全体 3,164  0.3  3.3  96.4   

独身 1,019  0.3  4.1  95.6   

既婚 2,145  0.4  2.8  96.8   

 
［ 承認特例制度の認知 ］×［ 地域 ］ 

 

n= 

知っており、2021

年（令和３年）に

当該制度を利用

した 

知っていたが、

2021 年（令和３

年）に当該制度は

利用しなかった 

当該制度につい

て知らなかった 

 (%) 

全体 3,165  0.3  3.3  96.4   

北海道・東北 285  0.4  5.3  94.4   

関東・甲信 1,572  0.5  3.8  95.7   

中部 395  0.0  1.5  98.5   

近畿 447  0.0  3.1  96.9   

中国・四国 253  0.0  1.6  98.4   

九州 213  0.9  2.3  96.7   
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［ 承認特例制度の認知 ］×［ 職業 ］ 

 

n= 

知っており、2021

年（令和３年）に

当該制度を利用

した 

知っていたが、

2021 年（令和３

年）に当該制度

は利用しなかっ

た 

当該制度につい

て知らなかった 

 (%) 

全体 3,165  0.3  3.3  96.4   

会社員 881  0.5  3.5  96.0   

自営業・家族従業

者（農業・漁業を

含む） 

277  1.1  4.3  94.6   

医師・弁護士等の

資格職 
72  1.4  6.9  91.7   

公務員・団体職員

（教職員を含む） 
153  0.7  5.2  94.1   

派遣・契約社員、

パートタイム従業

者、アルバイト 

553  0.0  2.4  97.6   

主婦・主夫 583  0.2  2.2  97.6   

学生 65  0.0  4.6  95.4   

無職（求職者、退

職者を含む。主

婦・主夫、学生を

除く） 

492  0.2  3.5  96.3   

その他 89  0.0  1.1  98.9   
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［ 承認特例制度の認知 ］×［ 世帯の年間収入 ］ 

 

n= 

知っており、2021

年（令和３年）に

当該制度を利用

した 

知っていたが、

2021 年（令和３

年）に当該制度

は利用しなかっ

た 

当該制度につい

て知らなかった 

 (%) 

全体 3,165  0.3  3.3  96.4   

300 万円未満 1,057  0.2  2.7  97.1   

300 万円以上 

500 万円未満 
789  0.3  4.2  95.6   

500 万円以上 

600 万円未満 
311  0.6  3.5  95.8   

600 万円以上 

800 万円未満 
410  0.5  2.4  97.1   

800 万円以上 

1,000 万円未満 
283  0.7  2.8  96.5   

1,000 万円以上 315  0.3  3.8  95.9   

 
 
［ 承認特例制度の認知 ］×［ 年代 ］ 

 

n= 

知っており、2021

年（令和３年）に

当該制度を利用

した 

知っていたが、

2021 年（令和３

年）に当該制度

は利用しなかっ

た 

当該制度につい

て知らなかった 

 (%) 

全体 3,165  0.3  3.3  96.4   

20～29 歳 338  0.3  2.4  97.3   

30～39 歳 482  0.2  3.1  96.7   

40～49 歳 510  0.6  2.9  96.5   

50～59 歳 551  0.2  2.0  97.8   

60～69 歳 522  0.4  3.8  95.8   

70 歳以上 762  0.4  4.5  95.1   

 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
参 考 資 料 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年度（令和４年度） 

市民の社会貢献に関する実態調査 

調査票 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

７～８分程でご回答いただける内容となっておりますので、御回答をよろしくお願いします。 

特に指定のない質問については回答時の状況で御記入下さい。 

本調査は、性別及び年代ごとに、回答いただく人数を決めた上で、無作為抽出し依頼をし

ております。代理の方が記入される場合も、名宛人様についての情報を（可能な限り本人

に確認いただき）回答いただけますようお願いいたします。回答数が極端に少ない場合、

謝礼の対象外となる可能性がございます。なるべく多くの設問にご回答をお願いいたしま

す。 

  



 

Ⅰ 属性  【全員の方にお聞きします】 

● あなたの婚姻状況を選択してください。（✓は１つ） 

  □１．独身（離死別含む）  □２．既婚 

 

● あなたの職業は、次のうちどれに当たりますか。（✓は１つ） 

  □１．会社員 

  □２．自営業・家族従業者（農業・漁業を含む） 

  □３．医師・弁護士等の資格職 

  □４．公務員・団体職員（教職員を含む） 

  □５．派遣・契約社員、パートタイム従業者、アルバイト 

  □６．主婦・主夫 

  □７．学生 

  □８．無職（求職者、退職者を含む。主婦・主夫、学生を除く） 

  □９．その他 

 

● あなたの世帯全体の年間収入（税込み額）は、およそどのくらいですか。（✓は１つ） 

□１．300 万円未満 

□２．300 万円以上～500 万円未満 

□３．500 万円以上～600 万円未満 

□４．600 万円以上～800 万円未満 

□５．800 万円以上～1,000 万円未満 

□６．1,000 万円以上 

 

  



 

Ⅱ ボランティア活動について  

問１ 【全員の方にお聞きします】 

あなたは、2021 年（令和３年）１月～12 月までの 1 年間にボランティア活動をしたこ

とがありますか。（✓は１つ） 

□１．あり  □２．なし 

↓      ↓ 

  問２へ       問４へ 

 

問２ 【問１で「１」の方にお聞きします】 

2021 年（令和３年）にあなたは、どのような分野のボランティア活動に参加したことが

ありますか。（✓はいくつでも可） 

□１．保健・医療・福祉 

□２．教育・研究 

□３．まちづくり・まちおこし  

□４．芸術・文化・スポーツ 

□５．自然・環境保全 

□６．災害救助支援 

□７．地域安全 

□８．人権・平和 

□９．国際協力・交流 

□10．子ども・青少年育成 

□11．その他 

 

問３ 【問１で「１」の方にお聞きします】 

2021 年（令和３年）にあなたがボランティア活動に参加した理由は何ですか。（✓はい

くつでも可） 

   □１．自己啓発や自らの成長につながると考えるため 

  □２．社会の役に立ちたいと思ったから 

  □３．職場の取組の一環として 

  □４．知人や同僚等からの勧め 

  □５．自分や家族が関係している活動への支援 

□６．社会的に評価されるため 

  □７．自分が抱えている社会問題の解決に必要だから 

  □８．その他 

 

問４ 【全員の方にお聞きします】 

ボランティア活動への参加の妨げとなることはありますか。（✓はいくつでも可） 

□１．ボランティア活動に関する十分な情

報がない 

□２．参加する際の経費（交通費等）の負担 

□３．参加しても実際に役に立っていると

思えない 

□４．ボランティアを受け入れる団体等に

不信感がある 

□５．参加するための手続きが分かりにく

い 

 

□６．参加する時間がない 

□７．参加するための休暇が取りにくい 

□８．一緒に参加する人がいない 

□９．参加する際の保険が不十分 

□10．その他 

□11．特に妨げとなることはない 

 

 



 

Ⅲ 寄附について  

 
 
 
 
 

問５ 【全員の方にお聞きします】  

あなたは、2021 年（令和３年）１月～12 月の 1 年間に寄附をしたことがありますか。

（✓は１つ） 

 □１．寄附をしたことがある     ⇒ 問６へ 

 □２．寄附をしたことがない      ⇒ 問 13 へ 

 

問６ 【問５で「１」の方にお聞きします】  

2021 年（令和３年）に金銭により寄附をした金額及び回数を御記入ください。 

 寄附額については、あなた個人の金額と、世帯全体の金額を答えください。 

 （年間）寄附金額 （年間）寄附回数 

あなた 円  回 

世帯全体 円   

 

問７ 【問５で「１」の方にお聞きします】  

2021 年（令和３年）に寄附を行った方法は何ですか。（✓はいくつでも可） 

□１．街頭募金 

□２．直接手渡し 

□３．設置されている募金箱（「街頭募金」を除く） 

□４．銀行・コンビニ等での振込み・口座引落とし 

□５．給料からの天引き 

□６．クレジットカード等の利用（ポイント・電子マネーの利用含む） 

□７．寄附付商品の購入 

□８．現物寄附（品物の郵送 等） 

□９．その他 

  

 寄附とは 

この調査では、寄附をする人が、その金額や品物、寄附をするかしないか、自由

に決めることができるものをいいます。 



 

問８  【問５で「１」の方にお聞きします】  

    あなたが、2021 年（令和３年）に寄附をした団体等はどこですか。（✓はいくつでも可） 

□１．町内会・自治会 

□２．NPO 法人 

□３．公益社団法人（青い羽根、緑の羽根） 

□４．公益社団法人（上記３を除く）、公益財団法人 

□５．社会福祉法人（共同募金会を除く） 

□６．政治団体、宗教法人 

□７．学校法人 

□８．共同募金会（赤い羽根） 

□９．日本赤十字社 

□10．その他の非営利法人 （例. 一般社団法人、一般財団法人、医療法人 等） 

□11．ふるさと納税等を通じて、都道府県・市町村 

□12．どこに寄附したかわからない 

□13．その他 

 

問９ 【問５で「１」の方にお聞きします】  

あなたが、2021 年（令和３年）に寄附をしたのはどのような分野の団体等ですか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．保健・医療・福祉 

□２．教育・研究 

□３．まちづくり・まちおこし  

□４．芸術・文化・スポーツ 

□５．自然・環境保全 

□６．災害救助支援 

□７．地域安全 

□８．人権・平和 

□９．国際協力・交流 

□10．子ども・青少年育成 

□11．その他 

 

問 10 【問５で「１」の方にお聞きします】  

      2021 年（令和３年）にあなたが、寄附をした理由は何ですか。（✓はいくつでも可） 

 □１．社会の役に立ちたいと思ったから 

 □２．町内会・自治会の活動の一環として 

 □３．職場の取組の一環として 

 □４．知人や同僚などからの勧め 

 □５．自分や家族が関係している活動への支援 

□６．社会的に評価されるため 

□７．自分が抱えている社会問題の解決に必要だから 

□８．所得税が軽減される制度があるから 

□９．その他 

 

  



 

問 11 【問５で「１」の方にお聞きします】  

      2021 年（令和３年）にあなたは、寄附金控除制度を利用しましたか。（✓は１つ） 

 □１．利用した         ⇒ 問 13 へ 

 □２．利用しなかった   ⇒ 問 12 へ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 【問 11 で「２」の方にお聞きします】  

2021 年（令和３年）にあなたが、寄附金控除制度を利用しなかった一番の理由は何です

か。（✓は１つ） 

 □１．確定申告を行わなかったから 

 □２．制度を利用しても控除金額が少なかったから 

 □３．寄附先が寄附金控除制度の対象ではなかったから 

□４．寄附金控除制度について知らなかったから 

 □５．その他 

 

問 13 【全員の方にお聞きします】  

あなたが、寄附をするにあたり妨げとなることはありますか。（✓はいくつでも可） 

□１．寄附を行いたいが、十分な情報がないこと 

 □２．経済的な余裕がないこと 

 □３．寄附をしても、実際に役に立っていると思えないこと 

 □４．寄附先の団体・NPO 法人等に対する不信感があり、信頼度に欠けること 

 □５．寄附の手続がわかりにくいこと 

 □６．その他 

□７．特に妨げとなることはない 

 

問 14 【全員の方にお聞きします】  

寄附を行う場合、必要と考える情報は何ですか。（✓はいくつでも可） 

□１．寄附先の活動内容 

□２．寄附先の財務状況 

□３．寄附先の役員や職員に関する情報 

□４．寄附により期待される効果 

□５．寄附金により購入した商品・サービスの一覧表 

□６．寄附金控除制度が適用されるかどうか 

□７．その他 

 寄附金控除制度とは 

個人が国や地方公共団体、特定公益増進法人などに対し寄附を行ったとき、一定

の条件を満たすと、所得控除を受けることが出来ます。これを寄附金控除と言いま

す。なお、政治活動に関する寄附金、認定 NPO 法人等に対する寄附金及び公益法

人等に対する寄附金のうち、一定のものについては、所得控除に代えて、税額控除

を選択することが出来ます。 



 

Ⅳ NPO 法人、公益法人について  

問 15 【全員の方にお聞きします】 

    非営利活動を行う NPO 法人に対して関心はありますか。（✓は１つ） 

 □１．とても関心がある 

 □２．少し関心がある 

□３．あまり関心がない 

 □４．まったく関心がない 

 

問 16 【全員の方にお聞きします】 

NPO 法人のうち、一定の基準を満たすことができた法人については、認定・特例認定 NPO

法人となります。認定・特例認定 NPO 法人に寄附を行った場合、寄附した人に対して、様々

な減税が行われる優遇措置があります。どのような優遇措置を知っていますか。（✓はいくつ

でも可） 

□１．所得税における所得控除 

□２．所得税における税額控除 

□３．一定の現物（土地・建物等の不動産や株式・債券等の有価証券など）による寄附をした場

合の譲渡所得課税に関する優遇措置（みなし譲渡所得課税の非課税） 

□４．相続財産の寄附をした場合の相続税に関する優遇措置 

□５．知っているものはない 

 

◆みなし譲渡所得課税とは 

個人が、土地・建物等の不動産や株式・債券等の有価証券などを法人に寄附した場合に、当該資

産の取得時から寄附時までの値上がり益に対して課税される所得税のことをいいます。 

 

 

問 17 【問 16 で「５」以外の方にお聞きします。】 

認定・特例認定 NPO 法人に寄附を行った場合に、寄附した人に対して減税が行われる優

遇措置のうち、2021 年（令和３年）に利用した優遇措置はありましたか。（✓はいくつで

も可） 

□１．所得税における所得控除を利用した 

□２．所得税における税額控除を利用した 

□３．一定の現物（土地・建物等の不動産や株式・債券等の有価証券など）による寄附をした場

合の譲渡所得課税に関する優遇措置（みなし譲渡所得課税の非課税）を利用した 

□４．相続財産の寄附をした場合の相続税に関する優遇措置を利用した 

□５．利用しなかった 

 

 

  



 

問 18 【全員の方にお聞きします】  

非営利活動を行う公益法人（公益社団法人・公益財団法人）を知っていますか。（✓は１つ） 

 □１．公益法人という言葉も制度もよく知っている 

 □２．制度はよく知らないが、具体的な公益法人の名前は知っている 

□３．制度も具体的な公益法人の名前も知らないが、公益法人という言葉は聞いた

ことがある                              

 □４．知らない                               

 

問 19 【問 18 で「１」、「２」、「３」の方にお聞きします。】 

公益法人を知ったきっかけは何ですか。（✓はいくつでも可） 

□１．テレビや新聞等で公益法人の活動が紹介されていた 

□２．インターネット（公益法人のホームページ以外）で公益法人の活動が紹介されていた 

□３．公益法人のホームページを見た 

□４．掲示されているポスターやパンフレットを見た 

□５．関心のある活動を行っている団体が公益法人だった 

□６．家族や知人から聞いた 

□７．公益法人主催のイベントを通じて知った 

□８．その他 

 

問 20 【問 18 で「１」、「２」、「３」の方にお聞きします。】 

公益法人に寄附を行った場合は、税額が減額される様々な制度があります。どのような制

度を知っていますか。（✓はいくつでも可） 

□１．所得税における所得控除 

□２．所得税における税額控除 

□３．一定の現物（土地・建物等の不動産や株式・債券等の有価証券など）による寄附をした場

合の譲渡所得課税に関する優遇措置（みなし譲渡所得課税の非課税） 

□４．相続財産の寄附をした場合の相続税に関する優遇制度 

□５．知っているものはない 
 

 

問 21 【問 20 で「５」以外の方にお聞きします。】 

公益法人に寄附を行った場合は、税額が減額される様々な制度のうち、2021 年（令和３

年）に利用した制度はありましたか。（✓はいくつでも可） 

□１．所得税における所得控除を利用した 

□２．所得税における税額控除を利用した 

□３．一定の現物（土地・建物等の不動産や株式・債券等の有価証券など）による寄附をした場

合の譲渡所得課税に関する優遇制度（みなし譲渡所得課税の非課税）を利用した 

□４．相続財産の寄附をした場合の相続税に関する優遇制度を利用した 

□５．利用しなかった 

  

問 19 へ 

問 22 へ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公益法人に対する寄附について、御意見があれば御記載ください（自由記述）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 2２  【全員の方にお聞きします】  

あなたが、2021 年（令和３年）４月以降に、NPO 法人、公益社団法人・公益財団法人へ

寄附をしたものはありますか。（✓はいくつでも可。税額が減額される様々な制度を利用した

否かを問いません。） 

 NPO 法人 公益社団法人・ 

公益財団法人 

１．現金 □ □ 

２．不動産（土地、建物等） □ □ 

３．有価証券（株式、債券等） □ □ 

４．その他の現物（本、衣服、食料品、日用品、パソ

コン等機器等） 

□ □ 

５．寄附したものはない □ □ 

 

 

 

  

 

 制度を利用したか否かについて 

 制度の利用に当たっては、例えば以下の手続きが必要となります。上記設問において

は、実際に手続きを行ったものについて回答してください。 

①所得税における優遇制度（所得控除及び税額控除） 

 →寄附をした法人から交付された領収書等を添付するなどして、必要事項を記載した

確定申告書を税務署に対して提出する必要があります。 

②一定の現物（土地や建物）による寄附をした場合の譲渡所得課税に関する優遇制度 

 →一定の書類を添付して、所定の申請書を税務署に対して提出する必要があります。 

③相続財産の寄附をした場合の相続税に関する優遇制度 

 →寄附等の明細書や一定の証明書類を添付して、相続税の申告書を税務署に対して提

出する必要があります。 

 



 

 

問 2３ 【全員の方にお聞きします】 

NPO 法人や公益法人に不動産や有価証券を寄附した場合、当該資産の取得時から寄附時

までの値上がり益に対して課税されますが（みなし譲渡所得課税）、通常それらの法人が 2

年間公益目的事業に使用するなどの要件で非課税となります。さらに、一定の要件を満たす

場合には、１～3 か月程度の短期間で非課税の承認を受けることができる特例措置があり、

令和 2 年度税制改正において、認定ＮＰＯ法人・特例認定ＮＰＯ法人への寄附について、こ

の非課税承認される特例が拡充されました。この制度についてご存じですか。（✓は１つ） 

 □１．知っており、2021 年（令和３年）に当該制度を利用した 

 □２．知っていたが、2021 年（令和３年）に当該制度は利用しなかった 

□３．当該制度について知らなかった 

 

 

調査はこれで終了です。長時間、ありがとうございました。 
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